
第６４号

―平成 29 年 2 月市会を中心に― 

京 都 市 会 事 務 局



目       次 

○ 市会の動き 1

○ 本会議・委員会

 １ 市会本会議 5

 ２ 代表質疑 14

 ３ 市会運営委員会及び理事会 18

 ４ 常任委員会 49

 ５ 予算特別委員会 58

 ６ 市会改革推進委員会 70

○ 異動関連 71

○ 議案・請願関連

 １ 議案処理一覧 72

 ２ 付帯決議 76

 ３ 意見書・決議 79

 ４ 請願審査結果 90

 ５ 請願等受理及び処理件数一覧 91

○ 特記事項 92



■ 市会の動き

２ 月
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等 

2 木   日本共産党市議団議員会 
京都党市議団議員会 

3 金   民進党市議団議員会 

6 月  経済総務委員会 公明党市議団議員会 

7 火  くらし環境委員会 日本維新の会市議団議員会 

8 水  教育福祉委員会  

9 木  まちづくり委員会 日本共産党市議団議員会 

10 金  交通水道消防委員会 

13 月   自民党市議団議員会 
公明党市議団議員会 

14 火  市会改革推進委員会 

15 水  市会運営委員会 自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
日本維新の会市議団議員会 

16 木   自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
民進党市議団議員会 
日本維新の会市議団議員会 
京都党市議団議員会 

17 金  市会運営委員会理事会 自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
民進党市議団議員会 
日本維新の会市議団議員会 
京都党市議団議員会 

20 月   民進党市議団議員会 
日本維新の会市議団議員会 
京都党市議団議員会 

21 火  市会運営委員会  

22 水 本会議 まちづくり委員会 
予算特別委員会 
予算特別委員会第1分科会・第2
分科会・第3分科会合同分科会 

自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
民進党市議団議員会 
日本維新の会市議団議員会 
京都党市議団議員会 

23 木  予算特別委員会第1分科会 
予算特別委員会第2分科会 
予算特別委員会第3分科会 
市会運営委員会理事会 

24 金   自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
民進党市議団議員会 

27 月  まちづくり委員会 
予算特別委員会 
市会運営委員会 

自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
民進党市議団議員会 
日本維新の会市議団議員会 

- 1 -



28 火 本会議  自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
民進党市議団議員会 
京都党市議団議員会 
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３ 月
日 曜日 本 会 議 委 員 会 等 議 員 会 等 

1 水 本会議 予算特別委員会 自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
民進党市議団議員会 

2 木  予算特別委員会第1分科会 
予算特別委員会第2分科会 
予算特別委員会第3分科会 

公明党市議団議員会 

3 金  予算特別委員会第1分科会 
予算特別委員会第2分科会 
予算特別委員会第3分科会 

6 月  予算特別委員会第1分科会 
予算特別委員会第2分科会 
予算特別委員会第3分科会 

7 火  予算特別委員会第1分科会 
予算特別委員会第2分科会 
予算特別委員会第3分科会 

8 水  予算特別委員会第1分科会 
予算特別委員会第2分科会 
予算特別委員会第3分科会 

公明党市議団議員会 

9 木  予算特別委員会第1分科会  

10 金  市会改革推進委員会 日本共産党市議団議員会 
日本維新の会市議団議員会 

13 月   日本共産党市議団議員会 
日本維新の会市議団議員会 

14 火  予算特別委員会 
市会運営委員会理事会 

日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 

15 水  予算特別委員会 
市会運営委員会理事会 

日本共産党市議団議員会 

16 木 本会議 経済総務委員会 
教育福祉委員会 
まちづくり委員会 

自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
民進党市議団議員会 

17 金  くらし環境委員会 
交通水道消防委員会 
市会運営委員会理事会 

21 火   自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
民進党市議団議員会 
日本維新の会市議団議員会 

22 水   自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
民進党市議団議員会 
日本維新の会市議団議員会 

23 木  経済総務委員会 
教育福祉委員会 
まちづくり委員会 
予算特別委員会 
市会運営委員会理事会 
市会運営委員会 

自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
民進党市議団議員会 
日本維新の会市議団議員会 

24 金 本会議 常任委員会・市会運営員会合同委員会
市会改革推進委員会 
市会運営委員会 

自民党市議団議員会 
日本共産党市議団議員会 
公明党市議団議員会 
民進党市議団議員会 
日本維新の会市議団議員会 

27 月   日本共産党市議団議員会 
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30 木   公明党市議団議員会 
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■ 市会本会議

 定例会（平成２９年２月市会）

会議の日時 2月22日（水）  開議 午前10時03分  延会 午前11時05分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

諸般の報告 

日程第１～81 （議第1号 29年度一般会計予算 ほか80件） 

1 市長，副市長提案説明 

2 予算特別委員会設置，付託の動議  しまもと 京司 議員 

（議第257号～263号，267号，272号，283号 10件） 

3 常任委員会付託（議第284号） 

延会宣告 

 定例会（平成２９年２月市会）

会議の日時 2月28日（火）  開議 午前10時01分  延会 午後4時38分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

諸般の報告 

日程第1 （議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件） 

1 質疑 

 小 林 正 明 議員 

 橋 村 芳 和 議員 

 寺田 かずひろ 議員 

 椋 田 隆 知 議員 

 井 坂 博 文 議員 

 くらた 共 子 議員 

 山 本 陽 子 議員 

延会宣告 

 定例会（平成２９年２月市会）

会議の日時 3月1日（水）  開議 午前10時01分  散会 午後4時36分 

開議宣告 
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会議録署名者の指名 

諸般の報告 

日程第1 （議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件） 

1 質疑（続行） 

 久 保 勝 信 議員 

 国 本 友 利 議員 

 西 山 信 昌 議員 

 山岸 たかゆき 議員 

 隠 塚   功 議員 

 森 川   央 議員 

 宇佐美けんいち 議員 

 江 村 理 紗 議員 

 村 山 祥 栄 議員 

2 予算特別委員会付託の動議 しまもと 京司 議員 

日程第2～28 （議第20号 個人情報保護条例の一部改正 ほか26件）

1 常任委員会付託（別記1） 

日程第29 請願審査結果（教育福祉委員会 1件採択） 

日程第30 （議第257号 28年度一般会計補正予算 ほか9件） 

1 予算特別委員長報告（小林正明委員長） 

議第257号及び267号       修正可決 

議第258～263号，272号及び283号 原案可決 

議第257号に1個の付帯決議を付す 

議第257号及び283号に1個の付帯決議を付す 

2 表決 

 議第257号及び267号 

ｱ 委員会修正案       簡易 

ｲ 修正部分を除く残余の部分 簡易 

 議第260号及び283号 起立（自，公，民，維，京，無，無，無）

 残余の議案（6件）        簡易 

 付帯決議（2個）     簡易 

日程第31 （議第284号 京都駅南口駅前広場整備工事（道路改築工事）請負契約の変更） 

 1 まちづくり委員長報告（山本ひろふみ委員長） 

［原案可決］ 

散会宣告 
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 定例会（平成２９年２月市会）

会議の日時 3月16日（木）  開議 午前10時03分  散会 午前10時09分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

諸般の報告 

日程第１ （議第291号 不動産の取得） 

1 市長提案説明 

2 常任委員会付託 

散会宣告 

 定例会（平成２９年２月市会）

会議の日時 3月24日（金）  開議 午前10時02分  散会 午後2時18分 

開議宣告 

会議録署名者の指名 

諸般の報告 

日程第1 請願審査結果（教育福祉委員会 1件採択，3件不採択） 

1 討論 ほり 信子 議員 

2 表決  

 請願第36号，37号及び39号の不採択 

  起立（自，公，民，維，京，無，無，無） 

 請願第30号の採択 簡易 

日程第2 （議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件） 

1 予算特別委員長報告（小林正明委員長） 

原案可決 

議第1号に4個の付帯決議を付す 

議第16号及び17号に2個の付帯決議を付す 

2 討論 

 議第1号，3号，4号及び6号  

 河合ようこ 議員 

 議第1号～13号 森田  守 議員 

 議第18号 大津 裕太 議員 

 議第1号～13号 田 孝雄 議員 

 議第14号～17号 平井 良人 議員 

 議第1号～17号 中野 洋一 議員 
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 議第1号  森川  央 議員 

 議第1号～17号 森 かれん 議員 

 議第14号～17号及び34号 平山たかお 議員 

 議第14号～17号 青野 仁志 議員 

3 表決 

 議第1号，3号～6号，10号，16号，19号，21号～26号，28号，29号，31

号，265号及び274号～278号 

起立（自，公，民，維，京，無，無，無） 

 議第18号 起立（自，共，公，民，維，無，無，無） 

 残余の議案（19件）  簡易 

 付帯決議 

ｱ 議第1号の2番目～4番目，16号及び17号の2番目 

起立（自，公，民，維，京，無，無，無） 

ｲ 残余（2個） 簡易 

日程第3 （議第20号 個人情報保護条例の一部改正 ほか2件） 

1 経済総務委員長報告（西野さち子委員長） 

［原案可決］ 

2 討論 

 議第264号 西村 善美 議員 

3 表決 

 議第20号及び264号 起立（自，公，民，維，京，無，無，無） 

 議第266号        簡易 

日程第4 （議第35号 指定管理者の指定（保健福祉局関係） ほか14件） 

 1 教育福祉委員長報告（下村あきら委員長） 

［原案可決］ 

 2 表決 

 議第35号                起立（自，公，民，維，京，無，無，無） 

 残余の議案（14件）        簡易 

日程第5 （議第269号 建築基準条例の一部改正 ほか9件） 

 1 まちづくり委員長報告（山本ひろふみ委員長） 

［原案可決］ 

2 継続審査の動議（議第291号） くらた共子 議員 

 起立（共） 

3 討論 

議第286号，290号及び291号

 井上けんじ 議員 

 4 表決 
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 議第270号及び291号 起立（自，公，民，維，京，無，無，無） 

 残余の議案（8件） 簡易 

日程第6 （議第292号 市長等の給与の額の特例に関する条例の一部改正） 

日程第7  （議第48号 副市長の選任：村上圭子） 

1 表決                     起立（自，公，民，維，京，無，無，無） 

2 就任挨拶 

日程第8  （議第49号 副市長の選任：植村 哲） 

1 表決                     起立（自，公，民，維，京，無，無，無） 

2 就任挨拶 

日程第9 （議第50号 包括外部監査契約の締結） 

日程第10 （市会議第28号 委員会条例の一部改正）（別記2） 

日程第11 常任委員の選任 

日程第12 市会運営委員の選任 

日程第13 市会改革推進委員の補欠選任 

日程第14 （市会議第29号 市会議員の議員報酬の額の特例に関する条例の一部改正） 

（別記3） 

日程第15 （市会議第30号 再生可能エネルギー熱等の利用の推進を求める意見書） 

日程第16 （市会議第31号 地域が現状に即し運用することができる民泊運営ルールの法

制化を求める意見書） 

1 討論                西野さち子 議員 

2 表決                    簡易 

日程第17 （市会議第32号 無料公衆無線LAN（Wi-Fi）環境の整備促進を求める意見書）

日程第18 （市会議第33号 水素ステーションの整備促進を求める意見書） 

1 表決 起立（自，公，民，維，京，無，無，無）

日程第19 （市会議第34号 いわゆる共謀罪法案の白紙撤回を求める意見書） 

1 討論 やまね智史 議員 
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2 表決 起立（共，民） 

日程第20 （市会議第35号 「森友学園」問題の徹底究明を求める意見書） 

1 討論 山田こうじ 議員 

2 表決 起立（共） 

日程第21 （市会議第36号 ふるさと納税の制度改善を求める意見書） 

1 表決 起立（民，維） 

日程第22 （市会議第37号 介護保険総合事業の発足に際し利用者の権利擁護と事業者へ

の支援強化を求める決議） 

1 討論 玉本なるみ 議員 

2 表決 起立（共） 

散会宣告 

（注）1 表中，自＝自由民主党京都市会議員団，共＝日本共産党京都市会議員団，公＝公明党

京都市会議員団，民＝民進党京都市会議員団，維＝日本維新の会・無所属京都市会議員

団，京＝地域政党京都党市会議員団，無＝無所属を表す。 

   2 議事日程に挙がっていて，特に表決の記載のないものは，全会一致により簡易表決さ

れたものである。 

- 10 -



 (別記1) 

議 案 付 託 表 

 （平成 29 年３月１日付託）  

付 託 委 員 会 議             案 

経 済 総 務 委 員 会 議第２０号 京都市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

議第 264 号 京都市債権管理条例の制定について 

議第 266号 京都市国際親善交流基金条例の一部を改正する条例の制定について

教 育 福 祉 委 員 会 議第３５号～議第４７号 指定管理者の指定について（保健福祉局関係）（13 件）

議第 281 号 京都市立久世西小学校増築工事請負契約の締結について 

議第 282 号 京都市立醍醐中学校増築工事請負契約の締結について 

まちづくり委員会 議第 269 号 京都市建築基準条例の一部を改正する条例の制定について 

議第 270号 京都市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 

議第 271 号 京都市緑化・公園管理基金条例の一部を改正する条例の制定につい

      て 

議第 285 号 市道路線の認定について 

議第 286 号 市道路線の廃止について 

議第 287 号 訴えの提起（裁判上の和解を含む。）について 

議第 288 号 訴えの提起について 

議第 289 号 訴訟上の和解について 

議第 290号 阪神高速道路株式会社による京都市道高速道路１号線等の料金の徴

収期間の変更に係る同意について 
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(別記2) 

市会議第２８号 

   京都市会委員会条例の一部を改正する条例の制定について 

 京都市会委員会条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

   平成２９年３月２４日提出 

               提出者  市会運営委員会委員長  井 あきら 

   京都市会委員会条例の一部を改正する条例 

 京都市会委員会条例の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項第１号中「経済総務委員会」を「総務消防委員会」に改め，「，産業観光局」

を削り，「会計管理者」の右に「，消防局」を加え，同項第２号中「くらし環境委員会」を

「文化環境委員会」に改め，同項第３号中「保健福祉局」の右に「，子ども若者はぐくみ

局」を加え，同項第５号中「交通水道消防委員会」を「産業交通水道委員会」に，「消防局」

を「産業観光局」に改める。 

   附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２条第２項第３号の改正規定は，平成

２９年４月１日から施行する。 

提案理由 

 常任委員会の構成を改める必要があるので提案する。
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（別記3） 

市会議第２９号 

   京都市会議員の議員報酬の額の特例に関する条例の一部を改正する条例の制定 

について 

 京都市会議員の議員報酬の額の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように制

定する。 

   平成２９年３月２４日提出 

               提出者  市会運営委員会委員長  井 あきら 

京都市会議員の議員報酬の額の特例に関する条例の一部を改正する条例 

 京都市会議員の議員報酬の額の特例に関する条例の一部を次のように改正する。 

 第２条及び附則第２項中「平成２９年３月３１日」を「平成３０年３月３１日」に改め

る。 

附 則 

 この条例は，公布の日から施行する。 

提案理由 

 現在実施している市会議員の議員報酬の額の特例措置について，その期間を延長する必

要があるので提案する。 
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自由民主党京都市会議員団

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

2月28日 1 来年度予算編成及び宿泊税 

2 文化庁の京都移転 

3 双京構想 

4 子ども若者はぐくみ局の創設及び区役所・

支所の窓口再編 

5 インフラ整備 

6 北部山間地域の活性化と移住促進 

7 大宮交通公園の再整備 

小林正明議員 門川市長 

小笠原副市長 

〃 1 市政の執行体制 

2 地下鉄・市バス事業 

3 災害備蓄 

4 災害用備蓄飲料水 

5 水防団への加入促進 

6 らくなん進都のまちづくり 

7 環境教育・学習の推進 

橋村芳和議員 門川市長 

小笠原副市長 

山添公営企業管理者

〃 1 地域コミュニティの活性化 

2 エネルギー政策 

3 消防団の加入促進と消防体制の充実 

4 住宅用火災警報器の普及啓発 

5 健康長寿に向けた今後の取組 

6 運転免許証自主返納に対する支援 

7 議会への理解に向けた教育 

8 西陣地域の活性化 

寺田かずひろ議員 門川市長 

藤田副市長 

小笠原副市長 

在田教育長 

〃 1 保育環境整備 

2 市内産木材の活用 

3 消防体制の充実 

4 スポーツ政策 

5 京都駅八条口駅前広場整備及び京都駅周

辺エリアの活性化 

6 新しい普通科系高校の創設 

椋田隆知議員 門川市長 

小笠原副市長 

岡田副市長 

在田教育長 

■ 代表質疑
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日本共産党京都市会議員団

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

2月28日 1 新景観政策とまちづくり 

2 宿泊施設拡充・誘致方針 

3 京都市美術館のネーミングライツ 

4 北消防署移転計画 

5 大型公共事業計画 

6 原子力災害対策 

7 ヒバクシャ国際署名 

8 憲法改正への認識 

井坂博文議員 門川市長 

藤田副市長 

小笠原副市長 

岡田副市長 

松本危機管理監 

藤原総合企画局長 

〃 1 子ども若者はぐくみ局の設置  

2 中小企業支援 

3 公契約基本条例 

4 伝統産業の支援 

5 中央卸売市場第一市場の再整備 

6 介護保険制度 

7 国民健康保険制度 

8 後期高齢者医療制度 

9 大宮消防出張所の閉鎖 

10 仁和公園の代替公園 

くらた共子議員 門川市長 

藤田副市長 

小笠原副市長 

岡田副市長 

上野子育て支援政策監

高城保健福祉局長 

宮川建設局長 

〃 1 貧困家庭の子ども等への支援 

2 待機児童対策 

3 児童館・学童クラブ事業 

4 敬老乗車証制度 

5 交通不便地域の対策 

山本陽子議員 門川市長 

藤田副市長 

岡田副市長 

上野子育て支援政策監

佐伯交通政策監 

高城保健福祉局長 
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公明党京都市会議員団 

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

3月1日 1 防災・減災対策 

2 ものづくりベンチャー支援 

3 ソーシャル・ビジネス支援 

4 東アジア文化都市の取組 

5 終活支援の取組 

6 スポーツ振興 

久保勝信議員 門川市長 

藤田副市長 

岡田副市長 

〃 1 児童虐待防止対策 

2 産婦健診ホッとサポート 

3 家庭教育支援 

4 胃がん検診の充実 

5 各種証明書のコンビニ交付 

6 琵琶湖疎水を活用した岡崎エリアの活性化 

国本友利議員 門川市長 

藤田副市長 

山添公営企業管理者

在田教育長 

〃 1 文化芸術の力による地域課題解決の取組 

2 ICOM（国際博物館会議）京都大会 

3 京都駅西部エリア活性化 

4 子どもの居場所づくり支援事業 

5 就学援助における新入学学用品費の入学

前支給 

6 地域支え合いボランティア活動助成事業 

7 市役所職員における仕事と介護の両立 

西山信昌議員 門川市長 

藤田副市長 

岡田副市長 

長谷川監察監 

在田教育長 

民進党京都市会議員団

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

3月1日 1 平成29年度予算案 

2 世界文化交流 

3 エネルギー政策 

4 地域社会の一員としての子どもの育成 

山岸たかゆき議員 門川市長 

小笠原副市長 

岡田副市長 

在田教育長 

〃 1 経済状況への認識 

2 京都型グローバル・ニッチ・トップ企業

創出支援事業 

3 国際マンガコンテスト 

4 若者支援 

5 避難所運営等の防災対策 

6 宝が池公園体育館の整備 

隠塚功議員 門川市長 

岡田副市長 

村上産業戦略監 

寺井文化市民局長 
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日本維新の会・無所属京都市会議員団

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

3月1日 1 子どもの貧困対策 

2 地球温暖化対策と再生可能エネルギーの

導入 

3 財政規律条例  

森川央議員 門川市長 

岡田副市長 

後藤財政担当局長 

〃 1 観光客への新たな負担のあり方 

2 全員制中学校給食 

3 障がい者の賃金向上 

4 学校施設の土砂災害対策 

5 ジャポニスム2018と大阪万博 

6 学童クラブ事業 

宇佐美けんいち議員 門川市長 

藤田副市長 

上野子育て支援政策監

藤原総合企画局長 

在田教育長 

地域政党京都党市会議員団

月 日 質  問  事  項 質 問 者 答 弁 者 

3月1日 1 平成29年度予算と中期財政収支見通し 

2 中央卸売市場第一市場 

江村理紗議員 門川市長 

岡田副市長 

〃 1 双京構想 村山祥栄議員 門川市長 
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■ 市会運営委員会及び理事会

 市会運営委員会 

会議の日時 2月15日（水）  開会 午前10時02分  散会 午前10時08分 

会議の内容 1 2月市会の審議日程について 

 審議日程 

   15日に発送された議案のうち，議第284号京都駅南口駅前広場整備工事請負

契約の変更については，その工期が3月15日までであり，早急に議決を要する

ことから，委員長から別記4のとおり審議日程の変更案が提出され，表決の結

果，変更案のとおりとすることに決定する。 

 22日の本会議 

   議案の説明聴取を行い，28年度補正予算及びその関連議案等の処理を行う。

 28日，1日の本会議 

   29年度予算及びその関連議案について代表質疑を行った後，当該議案及び

その他の議案の処理を行う。その後，28年度補正予算及びその関連議案等を

議決する。 

 開会時刻 

    22日，28日及び1日の本会議は，いずれも午前10時に開会することに決定する。 

 代表質疑時間割 

   別記5のとおり決定する。 

2 議長からの諮問事項について 

 市及び山科区，西京区を除く各区の選挙管理委員会の委員並びに同補充員の

任期満了に伴う選挙候補者の選考について，別記6及び別記7の要綱案により，

市選挙管理委員及び同補充員は，市会運営委員会理事の会議で，区選挙管理委

員及び同補充員は，関係区の議員会で選考することに決定する。 

3 京都市会海外行政調査報告会の実施について 

  別記8のとおり，実施する。 

4 京響の演奏について 

   22日の本会議開会前に，京響の演奏を聴くことに決定する。 

5 その他について 

  22日の本会議の進め方などを協議する市会運営委員会については，21日午前 

 10時に開会することに決定する。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 2月17日（金）  開会 午後0時01分  散会 午後0時03分 

会議の内容 1 理事者からの発言について 

    岡田副市長から，議第19号職員定数条例の一部改正の改正条文の一部に誤り

があったことについて，訂正と謝罪があった。 
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 市会運営委員会 

会議の日時 2月21日（火）  開会 午前10時01分  散会 午前10時04分 

会議の内容 1 22日の本会議について 

 審議期間の決定  2月22日～3月24日（31日間） 

 議案の取扱い 

 ｱ 市長提出議案 

   81件を一括上程し，市長及び副市長から提案説明を聴いた後，以下のとお

り処理をすることに決定する。 

 (ｱ) 補正予算及び関連議案（議第257 号 28年度一般会計補正予算 ほか9件） 

    全議員を委員とする予算特別委員会を設置し，付託することに決定する。 

 (ｲ) 議第284号 京都駅南口駅前広場整備工事請負契約の変更 

    速やかに審議する必要があることから，まちづくり委員会に付託するこ

とに決定する。 

 (ｳ) その他の一括上程議案（70件） 

    提案説明を聴くにとどめることに決定する。 

2 その他について 

 開会前に京響の演奏を聴くこととする。 

 22日の本会議終了後に予算特別委員会を開会し，正副委員長の互選等を行う。 

 海外行政調査報告会を22日の午後1時から実施する。 

 23日正午に市会運営委員会理事会を開き，予算特別委員会等の審査状況の確

認と今後の審議日程について協議する。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 2月23日（木）  開会 午後0時01分  散会 午後0時03分 

会議の内容 1 今後の審議日程等について 

 委員会の審査状況 

まちづくり委員長，予算特別委員長に出席を求め，付託議案の審査状況を

確認した。 

 今後の審議日程 

次のとおり決定する。 

24日   議員会 

27日   討論結了 

       まちづくり委員会（午後1時30分） 

予算特別委員会（午後2時00分） 

取りまとめ 

                 市会運営委員会（午後4時00分） 

 市会運営委員会 

会議の日時 2月27日（月）  開会 午後4時27分  散会 午後4時33分 
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1 28日，1日の本会議について 

 議案の取扱い 

ｱ 代表質疑  

時間割（別記9）のとおりとする。 

なお，橋村芳和議員，寺田かずひろ議員，椋田隆知議員，井坂博文議員，西山

信昌議員，森川央議員，宇佐美けんいち議員及び江村理紗議員から発言を補完す

るために物品等を使用したい旨の申出書が提出されていることが報告された。 

ｲ 議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

   予算特別委員会に付託することに決定する。 

ｳ 議第20号 個人情報保護条例の一部改正 ほか26件 

     所管の常任委員会に付託することに決定する。 

 請願審査結果 

ｱ 教育福祉委員会（1件採択） 

全会派：賛成 

簡易表決する。 

 付託議案の取扱い 

ｱ 予算特別委員会（議第257号 28年度一般会計補正予算 ほか9件） 

 委員会は，議第257号及び267号は修正可決，その他の議案は原案可決と査定する。 

 自民，公明，民主，維新，京都：全て賛成 

 共産：議第260号，283号に反対。議第257号及び267号の修正案に賛成。

その他の議案は賛成。 

 議第257号及び267号の委員会修正案について簡易表決し，次に，修正部分

を除く残余の部分について簡易表決する。 

 議第260号，283号は起立表決し，その他の議案6件は簡易表決する。 

 付帯決議は，簡易表決する。 

 ｲ まちづくり委員会（議第284号 京都駅南口駅前広場整備工事（道路改築工

事）請負契約の変更） 

 委員会は，原案可決と査定する。 

 全会派：賛成 

 簡易表決する。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 3月14日（火）  開会 午後0時07分  散会 午後0時09分 

会議の内容 1 理事者からの発言について 

 追加議案（議第291号 不動産の取得） 

 岡田副市長から追加提出するとの申出があり，これに伴い2月市会の日程を

別記10のとおり変更することを確認し，追加議案の取扱い等を15日に開会す

る市会運営委員会で取りまとめることとする。 

- 20 -



 市会運営委員会 

会議の日時 3月15日（水）  開会 午後0時02分  散会 午後0時04分 

会議の内容 1 16日の本会議の順序及び議案の取扱いについて 

 追加議案の取扱い 

 ｱ 議第291号 不動産の取得 

    市長から提案説明を聴いた後，所管の常任委員会に付託することに決定する。 

 その他 

   16日の本会議は10時に開会する。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 3月17日（金）  開会 午後0時02分  散会 午後0時09分 

会議の内容 1 今後の審議日程等について 

 委員会の審査状況 

経済総務委員長，教育福祉委員長，まちづくり委員長，予算特別委員長に

出席を求め，付託議案の審査状況を確認した。 

 今後の審議日程 

次のとおり決定する。 

21日，22日 議員会 

23日 討論結了 

                経済総務委員会，教育福祉委員会,まちづくり委員会 

 （午後2時00分） 

          予算特別委員会（午後2時30分） 

           取りまとめ 

            市会運営委員会（午後5時30分） 

             24日 本会議 

2 理事者からの発言について 

 追加議案 4件 

ｱ 条例の改正 1件 

ｲ 副市長の選任 2件 

ｳ 包括外部監査契約の締結 1件 

    各会派で検討し，23日の市会運営委員会で取りまとめることとする。 

 平成29年定例会について 

   日程案を各会派で検討し，24日本会議終了後の市会運営委員会で取りまと

めることとする。 

 市会運営委員会理事会 

会議の日時 3月23日（木）  開会 午後4時31分   散会 午後4時33分 

会議の内容 1 各委員会の委員改選等について 

  割当表（別記11）のとおりとする。 
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  委員会条例の改正について，後刻開会する市会運営委員会で改めて議題とす

ることとする。（改正案 別記12） 

2 議員報酬について 

 委員長から議員報酬の10パーセントカットを29年度も引き続き実施する提案

があり，各会派の賛同を得る。本件の取扱いについては，後刻開会する市会運

営委員会で取りまとめることとする。（改正案 別記13） 

 市会運営委員会 

会議の日時 3月23日（木）  開会 午後10時08分   散会 午後10時25分 

会議の内容 1 市会改革推進委員の辞任について 

  議長において，寺田かずひろ議員，赤阪仁議員，西山信昌議員，平山よしか

ず議員，こうち大輔議員及び大津裕太議員の市会改革推進委員の辞任を許可す

ることに決定する。 

2 24日の本会議の順序及び議案の取扱い等について 

 請願審査結果 

ｱ 教育福祉委員会（1件採択，3件不採択） 

自民，公明，民進，維新，京都：委員会の査定に賛成 

共産：請願第30号の採択に賛成，請願第36号，37号及び39号の不採択に

反対。ほり信子議員が，請願第37号の不採択に対する反対討論を

行う。 

ほり信子議員の討論の後，請願第36号，37号，39号は起立表決し，30号は

簡易表決する。 

 付託議案の取扱い 

ｱ 予算特別委員会（議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件） 

委員会は，原案可決と査定する。 

自民：全て賛成。森田守議員が議第1号～13号に対する賛成討論を行い，

平山たかお議員が議第14号～17号，34号に対する賛成討論を行う。

共産：議第1号，3号～6号，10号，16号，19号，21～26号，28号，29号，

31号，265号，274号～278号は反対，その他の議案は賛成。河合よ

うこ議員が，議第1号，3号，4号，6号に対する反対討論を行い，

平井良人議員が，議第16号に反対し，議第14号，15号，17号に賛

成する討論を行う。 

公明：全て賛成。 田孝雄議員が議第1号～13号に対する賛成討論を行

い，青野仁志議員が議第14号～17号に対する賛成討論を行う。 

民進：全て賛成。中野洋一議員が議第1号～17号に対する賛成討論を行う。 

維新：全て賛成。森川央議員が議第1号に対する賛成討論を行う。 

京都：議第18号は反対，その他の議案は賛成。森かれん議員が議第1号～

17号に対する賛成討論を行い，大津裕太議員が議第18号に対する

反対討論を行う。  

   河合ようこ議員，森田守議員，大津裕太議員， 田孝雄議員，平井良人議
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員，中野洋一議員，森川央議員，森かれん議員，平山たかお議員，青野仁志

議員の討論の後，議第1号，3号～6号，10号，16号，18号，19号，21号～26

号，28号，29号，31号，265号，274号～278号は起立表決し，その他の議案19

件は簡易表決する。 

付帯決議は，意見が分かれるものは起立表決する。 

ｲ 経済総務委員会（議第20号 個人情報保護条例の一部改正 ほか2件） 

委員会は，原案可決と査定する。 

 自民，公明，民進，維新，京都：全て賛成 

 共産：議第20号，264号は反対，議第266号は賛成 

西村善美議員が議第264号に対する反対討論を行う。 

西村善美議員の討論の後，議第20号，264号は起立表決し，議第266号は簡

易表決する。 

  ｳ 教育福祉委員会（議第35号 指定管理者の指定（保健福祉局関係） ほか14件）

委員会は，原案可決と査定する。 

自民，公明，民進，維新，京都：全て賛成 

共産：議第35号は反対，その他の議案は賛成 

議第35号は起立表決し，その他の議案14件は簡易表決する。 

  ｴ まちづくり委員会（議第269号 建築基準条例の一部改正 ほか9件） 

委員会は，原案可決と査定する。 

共産：議第291号について継続審査すべきとの動議をくらた共子議員が提出 

自民，公明，民進，維新，京都：反対 

起立表決する。 

自民，公明，民進，維新，京都：全て賛成 

共産：議第270号，291号は反対，その他の議案は賛成。井上けんじ議員

が議第286号，290号に賛成し，291号に反対する討論を行う。 

井上けんじ議員の討論の後，議第270号，291号は起立表決し，その他の議

案8件は簡易表決する。 

 追加議案の取扱い 

ｱ 市長等の給与の額の特例に関する条例の一部改正（議第292号） 

ｲ 副市長の選任 

ｳ 副市長の選任 

ｴ 包括外部監査契約の締結 1件 

 自民，公明，民進，維新，京都：全て賛成 

 共産：副市長の任命2件は反対，その他の議案は賛成 

副市長の任命2件は起立表決し，その他の議案2件は簡易表決する。 

 委員会条例の一部改正 

    全会派：賛成 

   簡易表決する。 

 常任委員の選任及び市会運営委員の選任 

   別記14及び別記15のとおり議長が指名する。 
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   なお，各委員会の正副委員長の互選については，本会議終了後，議場に

て，常任委員会，市会運営委員会の合同委員会を開会し，議長から正副委員

長を一括して指名することに決定する。 

 市会改革推進委員の補欠選任 

   議長において，みちはた弘之議員，やまね智史，かわしま優子議員，国本

友利議員，森川央議員及び森かれん議員を市会改革推進委員に指名すること

とする。 

 市会議員の議員報酬の額の特例に関する条例の一部改正 

    全会派：賛成 

   簡易表決する。 

 意見書案及び決議案の取扱い 

ｱ 再生可能エネルギー熱等の利用の推進を求める意見書（市会議員全員） 

  簡易表決する。 

ｲ 地域が現状に即し運用することができる民泊運営ルールの法制化を求める意

見書（自，公，民，維，京，無，無，無） 

共産：賛成。西野さち子議員が賛成討論を行う。 

   西野さち子議員の討論の後，簡易表決する。 

  ｳ 無料公衆無線LAN（Wi-Fi）環境の整備促進を求める意見書（自，公，維，

京，無，無，無） 

共産，民進：賛成 

簡易表決する。 

  ｴ 水素ステーションの整備促進を求める意見書（自，公，維，無，無，無） 

共産：反対 

民進，京都：賛成 

起立表決する。 

ｵ いわゆる共謀罪法案の白紙撤回を求める意見書（共，民） 

   自民，公明，維新，京都：反対 

   共産：やまね智史議員が賛成討論を行う。 

  やまね智史議員の討論の後，起立表決する。 

ｶ 「森友学園」問題の徹底究明を求める意見書（共） 

   自民，公明，民進，維新，京都：反対 

   共産：山田こうじ議員が賛成討論を行う。 

  山田こうじ議員の討論の後，起立表決する。 

ｷ ふるさと納税の制度改善を求める意見書（維） 

   自民，共産，公明，京都：反対 

   民進：賛成 

  起立表決する。 

ｸ 介護保険総合事業の発足に際し利用者の権利擁護と事業者への支援強化を求

める決議（共） 

   自民，公明，民進，維新，京都：反対 
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   共産：玉本なるみ議員が賛成討論を行う。 

  玉本なるみ議員の討論の後，起立表決する。 

 その他 

    24日の本会議は，午前10時に開会する。 

3 市会改革推進委員会からの報告 

    議長の下に，市会改革推進委員会から京都市会基本条例の検証・評価の実施

手法及び投票率向上に向けた取組についての報告書が提出された。 

 常任委員会・市会運営委員会合同委員会 

会議の日時 3月24日（金）  開会 午後2時17分   散会 午後2時18分 

会議の内容 1 正副委員長の互選について 

  議長の指名により別記16のとおり選任する。 

 市会運営委員会

会議の日時 3月24日（金）  開会 午後2時47分   散会 午後2時58分 

会議の内容 1 理事及び市会本会議議事進行係の選任について 

  委員長の指名により別記17のとおり選任する。 

2 理事会の代行権限について 

  本会議の具体的な議事運営方法を協議する場合などのほかは，理事会をもっ

て委員会に代行することに決定する。 

3 委員会要綱の一部改正 

  別記18のとおり委員会要綱を一部改正することに決定する。 

4 審議会委員の推薦依頼について 

  市長から議長に推薦依頼があった各種審議会委員について，別記19のとおり

推薦することに決定する。 

5 平成29年京都市会定例会の会期並びに4月開会市会及び5月市会の日程について 

  日程表（別記20，21及び22）のとおり確認し，定例会の会期及び4月開会市会

の審議期間については4月18日の市会運営委員会で，5月市会の審議期間につい

ては5月9日の市会運営委員会で決定することとする。4月18日，5月9日及び15日

の市会運営委員会は，午前10時に開会することに決定する。 
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（別記 4） 

月　日 曜日 備　　考

7 　２・ １５ 水 　＜議案発送＞ 市会運営委員会

6 　　・ １６ 木

5 　　・ １７ 金

4 　　・ １８ 土

3 　　・ １９ 日

2 　　・ ２０ 月

1 　　・ ２１ 火 市会運営委員会

1 　　・ ２２ 水 10:00 本会議　　 委員会

2 　　・ ２３ 木 委員会

3 　　・ ２４ 金 (議員会）

4 　　・ ２５ 土

5 　　・ ２６ 日

6 　　・ ２７ 月 委員会(討論結了）－市会運営委員会

7 　　・ ２８ 火 10:00 本会議（代表質疑）

8 　３・　１ 水 10:00 本会議（代表質疑）

9 　　・  ２ 木

10 　　・　３ 金

11 　　・　４ 土

12 　　・　５ 日

13 　　・　６ 月

14 　　・　７ 火

15 　　・　８ 水

16 　　・　９ 木 　　　　　　　委員会

17 　　・ １０ 金

18 　　・ １１ 土

19 　　・ １２ 日

20 　　・ １３ 月

21 　　・ １４ 火 （予算特別委員会（総括質疑①））

22 　　・ １５ 水 （予算特別委員会（総括質疑②））

23 　　・ １６ 木

24 　　・ １７ 金

25 　　・ １８ 土

26 　　・ １９ 日

27 　　・ ２０ 月祝

28 　　・ ２１ 火 (議員会）

29 　　・ ２２ 水 (議員会）

30 　　・ ２３ 木 委員会(討論結了）－市会運営委員会

31 　　・ ２４ 金 10:00 本会議　　 会期末

平　成　２９　年　２　月　市　会　　日　程　（変　更　案）
（２９．２．１５）

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等
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（別記 5） 

代 表 質 疑 時 間 割 （案） 

＊ 交 渉 会 派：基本時間１９分＋４分×議員数   

＊ 非交渉会派：７．５分×議員数 

（答弁は質疑時間の６割）（５７６分）

［第１日目］

 １０：００

１０：０４

１１：５０

（休憩７０分）          自  民：１５８分  質疑  ９９分

答弁  ５９分

１３：００

１３：０３

１３：５５

（休憩２０分）          共  産：１４６分  質疑  ９１分

 答弁  ５５分

１６：４１

［第２日目］

１０：００            

１０：０４            

公  明：１０１分  質疑  ６３分

                            答弁  ３８分

 １１：４５

 （休憩７５分）

 １３：００

 １３：０３

                 民  進： ７５分  質疑  ４７分

                            答弁  ２８分

１４：１８

                  維  新： ４８分  質疑  ３０分

                             答弁  １８分

 １５：０６

 （休憩２０分）          

 １５：２６        

                  京  都： ４８分  質疑  ３０分 

                             答弁  １８分

 １６：１４   
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（別記 6） 

市選挙管理委員会委員及び同補充員の候補者選考要綱（案）

１ 選挙すべき市選挙管理委員会委員及び同補充員の人員

  選挙管理委員  ４人

  同補充員    ４人

２ 選考の方法

（１）市会運営委員会理事の会議に選考を一任する。

（２）選考は，平成２９年４月２０日までに終わるように進行すること。

（３）選考の結果は，所定の様式（別紙）により，会派の代表者から市会議長に報告する。

３ 選考に際しての注意事項

（１）資格（地方自治法第１８２条第１項の規定に基づく。）

ア 選挙権を有する者

イ 人格が高潔で，政治及び選挙に関し公正な識見を有する者

（２）欠格事項（地方自治法第１８２条第４項，同条第５項，同条第７項及び同法第

１８０条の５第６項の規定に基づく。）

ア 法律の定めるところにより行われる選挙，投票又は国民審査に関する罪を犯し刑

に処せられた者は，委員又は補充員となることができない。

イ 委員又は補充員は，それぞれその中の２人が同時に同一の政党その他の政治団体

に属する者となることとなってはならない。

ウ 委員は，地方公共団体の議会の議員及び長と兼ねることができない。

エ 委員は，当該普通地方公共団体に対しその職務に関し請負をする者及びその支配

人又は主として同一の行為をする法人（当該普通地方公共団体が出資している法人

で政令で定めるものを除く。）の無限責任社員，取締役，執行役若しくは監査役若し

くはこれらに準ずべき者，支配人及び清算人たることができない。

（参考）

選挙の方法については，会派で選考された候補者を，市会本会議で指名推選の方法に

より選挙するのが例である。
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（別紙） 

京都市会議長 様 

代表者 

印 

市選挙管理委員会委員の候補者 

所属政党 

政治団体 
氏  名 生年月日 住   所 職  業 

内諾

印 
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（別紙） 

京都市会議長 様 

代表者 

印 

市選挙管理委員会委員補充員の候補者 

所属政党 

政治団体 

順 

位 
氏  名 生年月日 住   所 職  業 

内諾

印 
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（別記7）

区選挙管理委員会委員及び同補充員の候補者選考要綱（案）

１ 選挙すべき区選挙管理委員会委員及び同補充員の人員

山科区及び西京区を除く区選挙管理委員会委員  各４人

同補充員                   各４人

２ 選考の方法

（１）関係区選出議員の会議に選考を一任する。この会議の招集等は，区長においてあっ

せんする。

（２）選考は，平成２９年４月２０日までに終わるように進行すること。

（３）選考の結果は，所定の様式（別紙）により，関係区選出議員の代表から市会議長に

報告する。

３ 選考に際しての注意事項

（１）資格（地方自治法第１８２条第１項の規定に基づく。）

ア 選挙権を有する者

イ 人格が高潔で，政治及び選挙に関し公正な識見を有する者

（２）欠格事項（地方自治法第１８２条第４項，同条第５項，同条第７項及び同法第

１８０条の５第６項の規定に基づく。）

ア 法律の定めるところにより行われる選挙，投票又は国民審査に関する罪を犯し刑

に処せられた者は，委員又は補充員となることができない。

イ 委員又は補充員は，それぞれその中の２人が同時に同一の政党その他の政治団体

に属する者となることとなってはならない。

ウ 委員は，地方公共団体の議会の議員及び長と兼ねることができない。

エ 委員は，当該普通地方公共団体に対しその職務に関し請負をする者及びその支配

人又は主として同一の行為をする法人（当該普通地方公共団体が出資している法人

で政令で定めるものを除く。）の無限責任社員，取締役，執行役若しくは監査役若し

くはこれらに準ずべき者，支配人及び清算人たることができない。

（参考）

選挙の方法については，関係区選出議員の会議で選考された候補者を，市会本会議で

指名推選の方法により選挙するのが例である。
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（別紙） 

京都市会議長 様 

区選出議員 代表者 

印 

区選挙管理委員会委員の候補者 

所属政党 

政治団体 
氏  名 生年月日 住   所 職  業 

内諾

印 

区選挙管理委員会委員補充員の候補者 

所属政党 

政治団体 

順 

位 
氏  名 生年月日 住   所 職  業 

内諾

印 
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（別記 8） 

（市会運営委員会資料）

平成２９年２月１５日

京都市会海外行政調査報告会の実施について 

１ 日 時 

  平成２９年２月２２日（水）午後１時～（１時間程度）

２ 場 所 

  市会本会議場

３ 対 象 

  全議員，市民等

４ 内 容 

  「省エネルギーや再生可能エネルギーによる持続可能な地域社会の実現」

 を調査テーマとする海外行政調査に係る報告

  ＜調査期間＞

   平成２８年１０月３１日～１１月８日

  ＜調査先＞

   コペンハーゲン市，オーフス市，サムソ島，ロラン島

   （以上，全てデンマーク）

５ 報告者 

  団 長 寺田 かずひろ

  副団長 山岸 たかゆき

  団 員 しまもと 京司，田 中 明 秀，  井 あきら，

      青 野 仁 志，平山 よしかず，鈴 木 マサホ，

      中 野 洋 一，こうち 大 輔，やまず まい子
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（別記 9） 

（別紙２）

代 表 質 疑 時 間 割

［２月２８日（火）］

 １０時００分       開        議

１０時０４分       

             （小 林 正 明 議員） 質疑時間  ２５分

答弁時間  １５分

１０時４４分 

             （橋 村 芳 和 議員） 質疑時間  ２５分

答弁時間  １５分

１１時２４分 

           （寺田 かずひろ 議員） 質疑時間  ２５分

                        答弁時間  １５分

１１時５４分

（休憩６６分）

１３時００分       再        開

１３時０３分

１３時１３分

           （椋 田 隆 知 議員） 質疑時間  ２４分

答弁時間  １４分

１３時５１分

（井 坂 博 文 議員） 質疑時間  ３２分

答弁時間  １９分

  １４時４２分

（休憩２０分）

１５時０２分       再        開

             （くらた 共 子 議員） 質疑時間  ３０分

                          答弁時間  １８分

  １５時５０分

             （山 本 陽 子 議員） 質疑時間  ２９分

                          答弁時間  １７分

  １６時３６分

※ 開議，再開の１分前にベルを入れる。
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（別紙２）

 代 表 質 疑 時 間 割

［３月１日（水）］

 １０時００分       開        議

 １０時０４分       

             （久 保 勝 信 議員） 質疑時間  ２１分

答弁時間  １３分

１０時３８分 

             （国 本 友 利 議員） 質疑時間  ２１分

答弁時間  １３分

１１時１２分 

           （西 山 信 昌 議員） 質疑時間  ２１分

                        答弁時間  １３分

１１時４６分

（休憩７４分）

１３時００分       再        開

１３時０３分

           （山岸 たかゆき 議員） 質疑時間  ２４分

答弁時間  １４分

１３時４１分

（隠 塚   功 議員） 質疑時間  ２３分

答弁時間  １４分

１４時１８分

             （森 川   央 議員） 質疑時間  １５分

                       答弁時間   ９分

１４時４２分     

           （宇佐美 けんいち議員） 質疑時間  １５分

                        答弁時間   ９分

１５時０６分

 （休憩２０分）

  １５時２６分       再        開

             （江 村 理 紗 議員） 質疑時間  １９分

                          答弁時間  １１分

  １５時５６分

             （村 山 祥 栄 議員） 質疑時間  １１分

                          答弁時間   ７分

  １６時１４分

※ 開議，再開の１分前にベルを入れる。
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（別記10） 

月　日 曜日 備　　考

7 　２・ １５ 水 　＜議案発送＞ 市会運営委員会

6 　　・ １６ 木

5 　　・ １７ 金

4 　　・ １８ 土

3 　　・ １９ 日

2 　　・ ２０ 月

1 　　・ ２１ 火 市会運営委員会

1 　　・ ２２ 水 10:00 本会議　　 委員会

2 　　・ ２３ 木 委員会

3 　　・ ２４ 金 (議員会）

4 　　・ ２５ 土

5 　　・ ２６ 日

6 　　・ ２７ 月 委員会(討論結了）－市会運営委員会

7 　　・ ２８ 火 10:00 本会議（代表質疑）

8 　３・　１ 水 10:00 本会議（代表質疑）

9 　　・  ２ 木

10 　　・　３ 金

11 　　・　４ 土

12 　　・　５ 日

13 　　・　６ 月

14 　　・　７ 火

15 　　・　８ 水

16 　　・　９ 木 　　　　　　　委員会

17 　　・ １０ 金

18 　　・ １１ 土

19 　　・ １２ 日

20 　　・ １３ 月

21 　　・ １４ 火 （予算特別委員会（総括質疑①））

（予算特別委員会（総括質疑②））
   －市会運営委員会

23 　　・ １６ 木 10:00 本会議　　

24 　　・ １７ 金

25 　　・ １８ 土

26 　　・ １９ 日

27 　　・ ２０ 月祝

28 　　・ ２１ 火 (議員会）

29 　　・ ２２ 水 (議員会）

30 　　・ ２３ 木 委員会(討論結了）－市会運営委員会

31 　　・ ２４ 金 10:00 本会議　　 会期末

平　成　２９　年　２　月　市　会　　日　程　（再　変　更　案）

（２９．３．１４）

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等

22 　　・ １５ 水
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5 6 6 6

共
産
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自
民

4 4 4 4 4
23 22
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副
委
員
長

67
（第１分科会）（第２分科会）（第３分科会）

定
数

13 13
22

14 14 13 15

自 自

教
育
福
祉

産
業
交
通
水
道

第
１
分
科
会

第
２
分
科
会

第
３
分
科
会

予算　決算

民

割当表

委
員
会

常　任　委　員　会
市
会
運
営
委
員
会

自

特　別　委　員　会

総
務
消
防

文
化
環
境

無
所
属

0 0 0 0

ま
ち
づ
く
り

委
員
長

共 公 自

0 0 11

1

0

0

0

（別記11）
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市会議第 号 京都市会委員会条例の一部を改正する条例の制定について（新旧対照表） 

改正前 改正後

京都市会委員会条例 

(常任委員の所属並びに常任委員会の名称，所管及び委員の定数) 

第２条 議員は，それぞれ１個の常任委員となるものとする。 

２ 常任委員会の名称，所管及び委員の定数は，次のとおりとす

る。 

 経済総務委員会 行財政局，総合企画局，産業観光局，会

計管理者，選挙管理委員会，人事委員会及び監査委員の所管

に属する事項並びに他の常任委員会の所管に属しない事項

１３人 

 くらし環境委員会 環境政策局及び文化市民局の所管に属

する事項 １３人 

 教育福祉委員会 保健福祉局及び教育委員会の所管に属す

る事項 １４人 

 まちづくり委員会 都市計画局及び建設局の所管に属する

事項 １４人 

 交通水道消防委員会 消防局，交通局及び上下水道局の所

管に属する事項 １３人 

京都市会委員会条例 

(常任委員の所属並びに常任委員会の名称，所管及び委員の定数 ) 
第２条 議員は，それぞれ１個の常任委員となるものとする。

２ 常任委員会の名称，所管及び委員の定数は，次のとおりとす

る。

 総務消防委員会 行財政局，総合企画局，会計管理者，消

防局，選挙管理委員会，人事委員会及び監査委員の所管に属

する事項並びに他の常任委員会の所管に属しない事項 １３

人

 文化環境委員会 環境政策局及び文化市民局の所管に属す

る事項 １３人

 教育福祉委員会 保健福祉局，子ども若者はぐくみ局及び

教育委員会の所管に属する事項 １４人

 まちづくり委員会 都市計画局及び建設局の所管に属する

事項 １４人

 産業交通水道委員会 産業観光局，交通局及び上下水道局

の所管に属する事項 １３人

   附 則

 この条例は，公布の日から施行する。ただし，第２条第２項第

３号の改正規定は，平成２９年４月１日から施行する。

（
別
記
1
2
）

-
 
3
8
 
-



市会議第 号 京都市会議員の議員報酬の額の特例に関する条例の一部を改正する条例の制定について（新旧対照表） 

改正前 改正後

京都市会議員の議員報酬の額の特例に関する条例 

（議員報酬の額の特例） 

第２条 平成２３年４月１日から平成２９年３月３１日までにお

ける市会の議長，副議長及び議員の議員報酬の額は，条例の規

定にかかわらず，条例の規定を適用した場合にその者が支給を

受けることができる額から，当該額に１００分の１０を乗じて

得た額（その額に１円未満の端数があるときは，これを切り捨

てた額）を減じた額とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２１年４月１日から施行する。 

（この条例の失効） 

２ この条例は，平成２９年３月３１日限り，その効力を失う。 

京都市会議員の議員報酬の額の特例に関する条例 

（議員報酬の額の特例）

第２条 平成２３年４月１日から平成３０年３月３１日までにお

ける市会の議長，副議長及び議員の議員報酬の額は，条例の規

定にかかわらず，条例の規定を適用した場合にその者が支給を

受けることができる額から，当該額に１００分の１０を乗じて

得た額（その額に１円未満の端数があるときは，これを切り捨

てた額）を減じた額とする。

   附 則

（施行期日）

１ この条例は，平成２１年４月１日から施行する。

（この条例の失効）

２ この条例は，平成３０年３月３１日限り，その効力を失う。

   附 則

 この条例は，公布の日から施行する。

（
別
記
1
3
）

-
 
3
9
 
-



（別紙２）

総務消防委員

しまもと 京司 議員 中 村 三之助 議員 橋 村 芳 和 議員

森 田   守 議員 赤 阪   仁 議員 加 藤 あ い 議員

樋 口 英 明 議員 山 田 こうじ 議員 国 本 友 利 議員

湯 浅 光 彦 議員 山岸 たかゆき 議員 大 津 裕 太 議員

豊 田 貴 志 議員

文化環境委員

田 中 明 秀 議員 西 村 義 直 議員 平 山 たかお 議員

 井 あきら 議員 井 坂 博 文 議員 河 合 ようこ 議員

くらた 共 子 議員 ほ り 信 子 議員 大 道 義 知 議員

平山 よしかず 議員 天 方 浩 之 議員 こうち 大 輔 議員

江 村 理 紗 議員

教育福祉委員

津 田 大 三 議員 みちはた 弘之 議員 椋 田 隆 知 議員

山 本 恵 一 議員 井 上 けんじ 議員 玉 本 なるみ 議員

西 村 善 美 議員 山 本 陽 子 議員 西 山 信 昌 議員

 田 孝 雄 議員 鈴 木 マサホ 議員 山本 ひろふみ 議員

菅 谷 浩 平 議員 森   かれん 議員

まちづくり委員

井 上 与一郎 議員 加 藤 昌 洋 議員 寺田 かずひろ 議員

富   きくお 議員 西 野 さち子 議員     森 田 ゆみ子 議員

やまね 智 史 議員 かわしま 優子 議員     曽 我   修 議員

隠 塚   功 議員 安 井 つとむ 議員     森 川   央 議員

大 西 ケンジ 議員 やまず まい子 議員

産業交通水道委員

小 林 正 明 議員 繁    夫 議員 下 村 あきら 議員

田中 たかのり 議員 北 山 ただお 議員 平 井 良 人 議員

山 中   渡 議員 青 野 仁 志 議員 久 保 勝 信 議員

ひおき 文 章 議員 中 野 洋 一 議員 宇佐美 けんいち議員

村 山 祥 栄 議員

（別記14） 

- 40 -



（別記15） 

（別紙３）

市  会  運  営  委  員

田中 たかのり 議員

橋 村 芳 和 議員

みちはた 弘之 議員

椋 田 隆 知 議員

 井 あきら 議員

井 坂 博 文 議員

加 藤 あ い 議員

玉 本 なるみ 議員

西 村 善 美 議員

平 井 良 人 議員

国 本 友 利 議員

平山 よしかず 議員

湯 浅 光 彦 議員

天 方 浩 之 議員

安 井 つとむ 議員
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（別記16） 

委　員　会　名 委　　員　　長 副　委　員　長

森　田　　　守　委員

山　岸　たかゆき委員

平　山　たかお　委員

くらた　共　子　委員

西　村　善　美　委員

西　山　信　昌　委員

加　藤　昌　洋　委員

森　川　　　央　委員

北　山　ただお　委員

ひおき　文　章　委員

加　藤　あ　い　委員

湯　浅　光　彦　委員

安　井　つとむ　委員

隠　塚　　　功　委員

常

任

総　　務　　消　　防 赤　阪　　　仁　委員

文　　化　　環　　境 大　道　義　知　委員

　井　あきら　委員市 　会 　運 　営 　委 　員 　会

繁　　　 　夫　委員

委

員

会 産  業  交  通  水  道

教　　育　　福　　祉 椋　田　隆　知　委員

 ま　 ち 　づ　 く　 り  
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（別記17） 

市会運営委員会理事 

 井 あきら 委 員 長 

加 藤 あ い 副委員長 

湯 浅 光 彦 副委員長 

安 井 つとむ 副委員長 

橋 村 芳 和 委  員 

井 坂 博 文 委  員 

市会本会議議事進行係 

田中 たかのり 委  員 

みちはた 弘之 委  員 
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（
別

記
1
8
）

 

京都市会委員会要綱の一部を改正する要綱の制定について 新旧対照表

改正前 改正後

    京都市会委員会要綱 

（予算（決算）特別委員会の分科会の所管及び定数） 

４ 予算（決算）特別委員会の分科会の所管及び定数は，次のとおりと

する。 

分科会 所       管 定 数 

第 １ 分 科

会 

環境政策局，行財政局，総合企画局，文化市民

局，産業観光局，会計管理者，選挙管理委員会，

人事委員会，監査委員及び市会事務局の所管

に属する事項並びに第２分科会及び第３分科

会の所管に属しない事項 

  人 

  ２２ 

第 ２ 分 科

会 

保健福祉局，都市計画局，建設局及び教育委員

会の所管に属する事項 
２３ 

第 ３ 分 科

会 

消防局，交通局及び上下水道局の所管に属す

る事項 
２２ 

    京都市会委員会要綱 

（予算（決算）特別委員会の分科会の所管及び定数） 

４ 予算（決算）特別委員会の分科会の所管及び定数は，次のとおりと

する。 

分科会 所       管 定 数 

第 １ 分 科

会 

環境政策局，行財政局，総合企画局，文化市民

局，会計管理者，消防局，選挙管理委員会，人

事委員会，監査委員及び市会事務局の所管に

属する事項並びに第２分科会及び第３分科会

の所管に属しない事項 

  人 

 ２２ 

第 ２ 分 科

会 

保健福祉局，子ども若者はぐくみ局，都市計画

局，建設局及び教育委員会の所管に属する事

項 

２３ 

第 ３ 分 科

会 

産業観光局，交通局及び上下水道局の所管に

属する事項 
２２ 

   附 則

 この要綱は，京都市会委員会条例の一部を改正する条例（平成２９年

３月２４日京都市条例第  号）の施行の日から施行する。ただし，第

４項の表第２分科会の項の改正規定は，平成２９年４月１日から施行す

る。

-
 
4
4
 
-



（別記19） 

職　　　　　　　　　　　　　名 人数 所　管　局 備　　　　　　　　　　　　考

1 京都市社会福祉審議会委員 2 保健福祉局
教育福祉委員会委員長
　　同　　　　副委員長１人

2 京都市都市計画審議会委員 12 都市計画局 各会派所属議員数により比例配分

　各種審議会委員について

（２９．３．２４）
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（別記20） 

平成２９年京都市会定例会の会期（案） 

平成２９年４月２５日(火) ～ 平成３０年３月２３日（金）（３３３日間）
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（別記21） 

月　日 曜日 備　考

7 　４・１８ 火 告示 市会運営委員会

6 　　・１９ 水

5 　　・２０ 木

4 　　・２１ 金

3 　　・２２ 土

2 　　・２３ 日

1 　　・２４ 月 市会運営委員会

1 　　・２５ 火 10:00 本会議　＜招集＞ 委員会

2 　　・２６ 水 　　　　　　 (議員会） 委員会

3 　　・２７ 木 　　　　　　 (議員会） 委員会(討論結了）－市会運営委員会

4 　　・２８ 金 10:00 本会議

は，議案が提出された場合に想定される審議日程

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等

４　月　開　会　市　会　日　程　（案）

（２９．３．２４）
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（別記22） 

月　日 曜日 備　考

7 　５・　９ 火 ＜議案発送＞ 市会運営委員会

6 　　・１０ 水

5 　　・１１ 木

4 　　・１２ 金

3 　　・１３ 土

2 　　・１４ 日

1 　　・１５ 月 市会運営委員会

1 　　・１６ 火 10:00 本会議

2 　　・１７ 水 市会運営委員会

3 　　・１８ 木 10:00 本会議

4 　　・１９ 金 10:00 本会議

5 　　・２０ 土

6 　　・２１ 日

7 　　・２２ 月

8 　　・２３ 火 　　　　　委員会

9 　　・２４ 水

10 　　・２５ 木 　　　　　　 (議員会）

11 　　・２６ 金 　　　　　　 (議員会）

12 　　・２７ 土

13 　　・２８ 日

14 　　・２９ 月 委員会(討論結了）－市会運営委員会

15 　　・３０ 火 10:00 本会議　

本　会　議　等 委　　　員　　　会　　　等

５　月　市　会　日　程　（案）

（２９．３．２４）
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 経済総務委員会 

会議の日時 2月6日（月）  開会 午前10時02分  散会 午後1時48分 

会議の内容 1 理事者紹介（総合企画局） 

2 報告事項 

 ・大型汎用コンピュータオープン化事業の一部である一括処理システム開発の

遅延と今後の所要額の考え方等について 

3 一般質問 

 ・債権管理条例について 

 ・住民税特別徴収通知書へのマイナンバーの記載について 

 ・京都市職員の給与の在り方について 

 ・市立芸術大学の移転整備について 

 ・中央卸売市場整備に係る京都府の財政支援等について 

 ・大雪による農林被害について 

4 要求資料 

 ・大型汎用コンピュータのオープン化事業（一括処理システム）に係る契約書

及び仕様書について 

 経済総務委員会 

会議の日時 3月16日（木）  開会 午前10時28分  散会 午後6時40分 

会議の内容 1 付託議案審査 3件 

 平成28年度分 

 ・議第264号 債権管理条例の制定 

 ・議第266号 国際親善交流基金条例の一部改正 

 平成29年度分 

 ・議第20号 個人情報保護条例の一部改正 

2 請願審査 

 審議未了 1件 

 ・請願第38号 学費・奨学金の負担軽減と若者の雇用改善 

3 陳情審査 3件 

 ・陳情第59号 慰安婦像（少女像）設置の絶対反対・拒否の要請 

 ・陳情第64号 特別徴収税額の決定・変更通知書への個人番号記載の中止等 

 ・陳情第65号 特別徴収税額の決定・変更通知書への個人番号記載の中止等 

4 報告事項 

・「京都市職員力・組織力向上プラン2ndステージ（案）」の策定について 

・「京都駅東南部エリア活性化方針（案）」に対する市民意見募集の結果及び活

性化方針（改訂案）について 

 ・京都市大型汎用コンピュータオープン化事業検討委員会の開催について 

■ 常任委員会
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 ・「第3期京都市伝統産業活性化推進計画」最終案について 

 ・「京都市コンテンツ産業振興に向けた指針」最終案について 

5 一般質問 

 ・文化庁の京都への移転について 

 ・1月，2月に発生した大雪被害への対応について 

 ・民泊通報相談窓口への通報への対応について 

 ・働き方改革について 

 ・洛西ニュータウンにおける小売店閉店後の対応について 

 ・きめ細かな産業振興対策について 

 経済総務委員会 

会議の日時 3月23日（木）  開会 午後4時48分  散会 午後4時50分 

会議の内容 1 付託議案審査 3件（討論結了） 

 会派等の検討結果 

自民，公明，民進，京都，無：全て賛成 

      共産：議第20号，264号は反対，議第266号は賛成 

 審査結果 

 表決の結果，議第20号，264号は挙手多数，議第266号は全会一致により可

決することに決定する。 

くらし環境委員会 

会議の日時 2月7日（火）  開会 午前10時01分  散会 午後6時03分 

会議の内容 1 報告事項 

・京都市地球温暖化対策計画の改定案に関する市民意見募集の結果及び改定計画

案について 

 ・バイオマスポリエチレン（サトウキビの非可食部等から生成）を活用した京都

市家庭ごみ有料指定袋の試行実施について 

・ごみ収集車両の更新及びバイオディーゼル燃料の今後の活用について 

・京都市美術館再整備事業について 

 ・「第2次京都市生活安全（防犯・事故防止）基本計画【改定版】（案）」及び「第

10次京都市交通安全計画（案）」に関する市民意見募集の結果について 

・「第2期京都文化芸術都市創生計画」（案）の市民意見募集結果について 

 ・“京都をつなぐ無形文化遺産”「京の菓子文化―季節と心をつなぐ，暮らしの和

（なごみ）」案に関する市民意見募集の結果について 

2 一般質問 

・適正処理困難物への対応の強化について 

・動物園における鳥インフルエンザへの対応について 

・子ども若者はぐくみ局設置に伴う西京区役所の課題について 

・二条城駐車場の運営事業者について 
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3 要求資料 

 ・バイオマスポリエチレン（サトウキビの非可食部等から生成）を活用した京都

市家庭ごみ有料指定袋について（入札時の仕様書，導入後の市民負担や環境へ

の影響について，従来の有料指定袋との比較，サトウキビの海外調達の現状，

国内他都市におけるバイオマスポリエチレンを活用した家庭ごみ有料指定袋の

導入状況） 

 ・事業系廃食用油の購入量及び購入額について 

 ・株式会社松村組の主な施行実績 

 ・元離宮二条城駐車場運営事業者の選定について 

くらし環境委員会 

会議の日時 3月17日（火）  開会 午前10時02分  散会 午後6時59分 

会議の内容 1 陳情審査 

 ・陳情第60号 二条城駐車場の適切な運用のための統計等の活用 

 ・陳情第61号 京都市交響楽団に関する現況と将来方針の報告 

 ・陳情第62号 美術館命名権売却の中止と市長への再考の促し 

2 報告事項 

 ・京都市環境教育・学習基本方針（素案）市民意見募集結果について 

 ・「『真のワークライフバランス』推進計画（改訂版）」（案）について 

 ・「平成28年度自治会・町内会アンケート」の結果について 

3 一般質問 

 ・クリーンセンターの整備について 

 ・環境マネジメントシステムの取組状況について 

 ・埋立処分地における土壌汚染問題について 

 ・関西電力株式会社に対する株主提案について 

 ・市庁舎整備における再生可能エネルギーの導入について 

 ・美術館再整備事業の現在の状況と今後の予定について 

 ・市民アトリエの活動について 

 ・文化イベントにおける写真撮影のルールについて 

 ・京都マラソンの運営について 

 ・伏見桃山城天守閣の今後の活用について 

 ・男女共同参画センターにおけるギャラリースペースの設置について 

 ・民泊に関する相談への対応について 

4 要求資料 

 ・京都市水垂埋立処分地大規模太陽光発電所（メガソーラー）の固定資産税（償

却資産分）の本市による試算について 

 ・保育所入所における申込者勤務先への連絡の有無について 

 ・市民団体との懇談におけるやり取りについて 
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 教育福祉委員会 

会議の日時 2月8日（水）  開会 午前10時02分  散会 午後6時10分 

会議の内容 1 請願審査 

  継続審査 1件 

2 報告事項 

・「きのう いのち ほっとプラン（京都市自殺総合対策推進計画）改定

（案）」に関する市民意見募集について 

 ・京北地域小中一貫教育校に関する説明会の開催について 

 ・市民意見募集を踏まえた「京都市学校施設マネジメント基本計画」の策定に

ついて 

3 一般質問 

 ・老人福祉員の役割と活動について 

 ・国民健康保険証における性別の表記について 

 ・崇仁保育所の民設民営化について 

 ・青年期健康診査の実施状況について 

 ・障害福祉サービス事業所で作られた製品の販路拡大について 

 ・子ども若者はぐくみ室の設置に係る西京区役所の課題について 

 ・貧困家庭の子ども等に係る実態把握のための関係団体及び施設等へのヒアリ

ング調査結果報告書について 

 ・MRワクチンの不足について 

 ・訪問介護事業者の指定の受付状況について 

 ・学校における安全教育について 

 ・学校におけるトイレの整備状況について 

 ・中学校進学時における小中一貫校から他校への進学者について 

 ・総合支援学校の児童生徒数の推移について 

 ・就学援助事務におけるマイナンバーの使用について 

4 要求資料 

 ・平成27年度青年期健康診査受診状況 

 ・MR（麻しん・風しん）ワクチン製剤の早期の安定供給体制の確保等に関する

要望書 

 ・育成学級及び支援学校の常勤講師の割合について 

 教育福祉委員会 

会議の日時 3月16日（木）  開会 午前10時28分  散会 午後10時25分 

会議の内容 1 付託議案審査 15件 

 平成28年度分 

・議第281号 京都市立久世西小学校増築工事請負契約の締結 

・議第282号 京都市立醍醐中学校増築工事請負契約の締結 

 平成29年度分 
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・議第35号～47号 指定管理者の指定（保健福祉局関係） 

2 請願審査 

 採択 

・請願第30号 児童館未設置学区エリアへの子育て機能の充実・拡充 

 不採択 

・請願第36号 保育・学童保育制度の充実 

・請願第37号 教育条件の改善 

・請願第39号 介護職員処遇改善交付金制度の創設 

3 陳情審査 

・陳情第63号 修学院保育所の廃止・民営化等の反対 

4 報告事項 

・京都市手話言語がつなぐ心豊かな共生社会を目指す条例に係る施策の推進方針

案について 

・「京都市貧困家庭の子ども・青少年対策に関する実施計画」（案）について 

5 一般質問 

 ・健康長寿の延伸に向けた取組について 

 ・児童擁護施設等の措置期間の延長について 

 ・介護予防・日常生活支援総合事業の事業者の受付状況について 

 ・国民健康保険加入者が国外で療養を受けた場合の取扱について 

 ・老人クラブへの補助金の適正な執行について 

 ・ペット霊園に係る条例の制定について 

 ・国における民泊新法の制定と京都市の方向性について 

 ・高齢者への買い物支援について 

 ・全員制の中学校給食の実現について 

 ・子どもの朝読書への取組について 

 ・教員の時間外勤務の状況について 

 ・部活動ガイドラインについて 

 ・中学校に導入された柔道等の指導について 

 ・学校周辺での政治活動について 

 ・通学路の安全対策について 

 ・遠距離通学者への交通費の補助について 

 ・スクールソーシャルワーカーの充実について 

 ・課題を抱えた子どもへの学習支援について 

6 要求資料 

・「京都市におけるホームレス支援施設の今後のあり方について（案）」に係る

関係団体への説明状況（平成29年3月16日時点）について 

・手話に関する施策の推進方針（案）に掲載している充実事業の現在の内容及

び今後の充実内容について 

 ・市内の手話通訳者数等について 

 ・児童養護施設退所児童への本市独自施策について 
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 ・保育施設における常勤保育士の勤続年数，年齢について 

 ・運営費及び整備費における公民の違いについて 

 ・保育施設における保育士数について 

 ・ペット霊園の立地を住宅等からの距離により制限している他都市の事例につ

いて 

 教育福祉委員会 

会議の日時 3月23日（木）  開会 午後4時55分   散会 午後4時58分 

会議の内容 1 付託議案審査 15件（討論結了） 

 会派等の検討結果 

自民，公明，民進，維新，京都：全て賛成 

共産：議第35号は反対，その他の議案は賛成 

 審査結果 

  表決の結果，議第35号は挙手多数，その他の議案14件は全会一致により全

て可決することに決定する。 

 まちづくり委員会 

会議の日時 2月9日（木）  開会 午前10時01分  散会 午後4時53分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・ニュータウン活性化の取組について 

 ・「京都市空き家等対策計画（素案）」に関する市民意見募集の結果について 

 ・（西大路地区）「バリアフリー移動等円滑化基本構想（素案）」に関する市民意

見募集の結果について 

 ・道路のり面維持保全計画（第1期）（案）について 

2 一般質問 

 ・「歩くまち・京都」総合交通戦略の推進について 

 ・貧困家庭の子どもや若者への対策としての住宅政策について 

 ・木造住宅密集地域及び細街路への対策について 

 ・八条市営住宅団地再生事業について 

 ・仁和公園の代替公園について 

 ・宝が池公園の整備について 

3 要求資料 

 ・ニュータウン内における持ち家の戸建て住宅等の空き家率について 

 ・仁和公園の代替公園設置の進め方について

まちづくり委員会  

会議の日時 2月22日（水）  開会 午後2時32分  散会 午後3時18分 

会議の内容 1 付託議案審査 1件 

 平成28年度分 
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 ・議第 284 号 京都駅南口駅前広場整備工事（道路改築工事）請負契約の変更

 まちづくり委員会 

会議の日時 2月27日（月）  開会 午後1時56分  散会 午後1時58分 

会議の内容 1 付託議案審査 1件（討論結了） 

 会派等の検討結果 

委員全員：賛成 

 審査結果 

表決の結果，全会一致により可決することに決定する。 

 まちづくり委員会

会議の日時 3月16日（木）  開会 午前10時29分  散会 午後5時30分 

会議の内容 1 付託議案審査 10件 

 平成28年度分 

 ・議第269号 建築基準条例の一部改正 

 ・議第270号 地区計画の区域内における建築物等の制限に関する条例の一部改正 

 ・議第271号 緑化・公園管理基金条例の一部改正 

 ・議第285号 市道路線の認定 

 ・議第286号 市道路線の廃止 

 ・議第287号 訴えの提起（裁判上の和解を含む。） 

 ・議第288号 訴えの提起 

 ・議第289号 訴訟上の和解 

 ・議第290号 阪神高速道路株式会社による京都市道高速道路1号線等の料金の

徴収期間の変更に係る同意 

 ・議第291号 不動産の取得 

2 報告事項 

 ・「歩いて楽しいまちなか戦略」これまでの取組状況について 

3 一般質問 

 ・サービス付高齢者向け住宅について 

 ・京都駅八条口駅前広場の利用状況について 

 ・西大路地区バリアフリー等円滑化基本構想について 

 ・京町家を利用した民泊の騒音対策について 

 ・JR桃山駅のトイレのバリアフリー化について 

 ・大型バスの駐車場対策について 

 ・ペット霊園への指導について 

 ・景観重要建造物の指定を受けた物件の維持管理について 

 ・京都高速道路3路線の廃止の手続きについて 

 ・自転車向け保険の加入義務化について 

 ・上鳥羽南部地区の土地区画整理事業について 

 ・都市公園におけるスポーツ教室について 
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 ・大宮交通公園のあり方検討部会について 

 ・市街灯のLED化について 

4 要求資料 

 ・「平成29年2月市会議案提案説明資料平成29年3月16日」について 

 ・大宮交通公園の敷地面積と御土居の面積，北消防署の移転計画位置と計画面積

について 

 まちづくり委員会

会議の日時 3月23日（木）  開会 午後2時48分  散会 午後2時56分 

会議の内容 1 付託議案審査 10件（討論結了） 

 継続審査の動議 

共産：議第291号の継続審議を求める。 

表決の結果，挙手少数で否決された。 

 会派等の検討結果 

自民，公明，民進，維新，京都，無：全て賛成 

共産：議第270号，291号は反対，その他の議案は賛成 

 審査結果 

   表決の結果，議第270号，291号は挙手多数，その他の議案8件は全会一致に

より全て可決することに決定する。

 交通水道消防委員会 

会議の日時 2月10日（金）  開会 午前10時02分  散会 午後2時08分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・職員の懲戒処分について 

 ・ICOCA定期券及びICカードによる乗継割引をはじめとした新たなサービスの実

施について 

 ・市バス停留所状況確認システムの導入について 

2 一般質問 

 ・市バス車両のブレーキ音に係る訴訟について 

 交通水道消防委員会 

会議の日時 3月17日（金）  開会 午前10時02分  散会 午後4時56分 

会議の内容 1 報告事項 

 ・地下鉄烏丸線国際会館駅のポイント故障に伴う輸送障害について 

 ・平成29年3月7日に発生したトラックが市バスに接触した事故におけるお客様

への不適切な対応について 

 ・鴨川運河左岸の歩道舗装工事について 

 ・「水道及び下水道施設等マネジメント基本計画（案）」の策定について 

2 一般質問 
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 ・市バス1日乗車券の今後のあり方について 

 ・滋賀県に支払う琵琶湖に係る感謝金について 

 ・京都駅東南部エリア活性化方針における上下水道局庁舎の活用について 

 ・山間地域の地域水道の統合について 

 ・洛西ニュータウンにおける漏水事故について 

 ・宇治川河川敷におけるラジコンヘリコプターの墜落に伴う火災の発生について 

 ・消防車両の火災現場到着に要する時間について 

3 要求資料 

 ・通報から消防隊等が現場に到着するまでの一連の流れと要する時間について 
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  予算特別委員会 

会議の日時 2月22日（水）  開会 午前11時06分  散会 午前11時08分 

会議の内容 1 正副委員長の互選 

委 員 長 小 林 正 明 委員 

副委員長 椋 田 隆 知 委員 

 西 村 善 美 委員 

 田 孝 雄 委員 

 鈴 木 マサホ 委員 

  しまもと京 司 委員 

  樋 口 英 明 委員 

2 分科会の設置 

   別記23のとおり3個の分科会を設置することを決定する。 

3 分科会委員の選任 

   別記24のとおり選任することを決定する。 

4 審査日程 

   審査日程案（別記25）のとおりとする。 

予算特別委員会第１分科会・第２分科会・第３分科会合同分科会 

会議の日時 2月22日（水）  開会 午前11時08分  開会 午前11時10分 

会議の内容 1 正副主査の互選 

第1分科会 主 査    田 孝 雄 副委員長  

副主査  樋 口 英 明 副委員長 

第2分科会 主 査  しまもと京 司 副委員長 

副主査  鈴 木 マサホ 副委員長 

第3分科会 主 査  西 村 善 美 副委員長 

副主査  椋 田 隆 知 副委員長 

2 審査日程 

    審査日程案（別記25）のとおりとする。 

  予算特別委員会第１分科会 

会議の日時 2月23日（木）  開会 午前10時02分  散会 午後4時24分 

会議の内容 1 付託議案審査（環境政策局，行財政局，総合企画局，文化市民局，産業観光 

局質疑） 

・議第257号 28年度一般会計補正予算 

・議第258号 28年度国民健康保険事業特別会計補正予算 

・議第259号 28年度介護保険事業特別会計補正予算 

■ 予算特別委員会
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・議第260号 28年度中央卸売市場第一市場特別会計補正予算 

・議第261号 28年度中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計補正予算 

・議第262号 28年度土地区画整理事業特別会計補正予算 

・議第263号 28年度公共下水道事業特別会計補正予算 

・議第267号 社会福祉事業基金条例の一部改正 

・議第272号 公共下水道事業基金条例の制定 

・議第283号 南部クリーンセンター第二工場（仮称）新設工事請負契約の変更 

2 要求資料 

・平成25年度に再生可能エネルギー等導入推進基金事業の採択を受けた21自

治体における執行状況について 

・バイオガス化施設の工事の進捗状況について 

・国内の乾式バイオガス化施設について 

・過去3年間においてインフレスライドを適用した変更契約について 

  予算特別委員会第２分科会 

会議の日時 2月23日（木）  開会 午前10時02分  散会 午後4時50分 

会議の内容 1 付託議案審査（保健福祉局，都市計画局，建設局，教育委員会質疑） 

・議第257号 28年度一般会計補正予算 ほか9件 

2 要求資料 

・子育て支援事業基金の残高見込みについて 

・駅ホームにおける転落防止対策について 

  予算特別委員会第３分科会

会議の日時 2月23日（木）  開会 午前10時03分  散会 午前11時50分 

会議の内容 1 付託議案審査（消防局，上下水道局質疑） 

・議第257号 28年度一般会計補正予算 ほか9件 

2 要求資料 

・上下水道局が保有する未利用地について 

  予算特別委員会

会議の日時 2月27日（月）  開会 午後2時40分  散会 午後2時47分 

会議の内容 1 付託議案審査 10 件（討論結了） 

 修正案の提出 

   委員長から，議第 257 号及び 267 号については，全会派及び無所属 3 名の

委員から共同で修正案が提出されているとの報告があった。 

 会派等の検討結果 

自民：議第257号及び267号の修正案，議第257号及び267号の修正部分を除

く原案並びにその他の8件について賛成。議第257号に1個，議第257

号及び283号に1個の付帯決議を付す。 

共産：議第260号，283号は反対，議第257号及び267号の修正案，議第257
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号及び267号の修正部分を除く原案並びにその他の6件について賛成。

公明，民進，維新，京都，無，無，無：議第257号及び267号の修正案，議

第257号及び267号の修正部分を除

く原案並びにその他の8件につい

て賛成。 

 審査結果 

 ｱ 表決の結果，議第257号及び267号の修正案並びに議第257号及び267号の修

正部分を除く原案は全会一致により可決することに決定する。議第260号，283

号は挙手多数，その他の議案6件は全会一致により可決することに決定する。

 ｲ 付帯決議の取りまとめについては，正副委員長と各会派の代表者に一任

し，調整の結果，議第 257 号に 1 個，議第 257 号及び 283 号に 1 個の付帯決

議を付すことに決定する。 

  予算特別委員会

会議の日時 3月1日（水）  開会 午後4時37分  散会 午後4時39分 

会議の内容 1 審査日程 

    審査日程案（別記26）のとおりとする。 

2 総括質疑の直接傍聴 

    3月14日及び15日の総括質疑の直接傍聴を許可することに決定する。

  予算特別委員会第１分科会 

会議の日時 3月2日（木）  開会 午前10時02分  散会 午後5時44分 

会議の内容 1 付託議案審査（環境政策局質疑） 

 平成28年度分 

・議第265号 市税条例等の一部改正 

・議第268号 介護保険条例の一部改正 

・議第273号 教職員の給与，勤務時間等に関する条例の一部改正 

・議第274号 分庁舎（仮称）新築工事請負契約の締結 

・議第275号 分庁舎（仮称）新築工事（電気設備工事）請負契約の締結 

・議第276号 分庁舎（仮称）新築工事（衛生設備工事）請負契約の締結 

・議第277号 分庁舎（仮称）新築工事（空気調和整備工事）請負契約の締結 

・議第278号 美術館再整備工事請負契約の締結 

・議第279号 樫原市営住宅改修工事請負契約の締結 

・議第280号 醍醐南市営住宅改修工事請負契約の締結 

 平成29年度分 

・議第1号 29年度一般会計予算 

・議第2号 29年度母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 

・議第3号 29年度国民健康保険事業特別会計予算 

・議第4号 29年度介護保険事業特別会計予算 

・議第5号 29年度後期高齢者医療特別会計予算 
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・議第6号 29年度中央卸売市場第一市場特別会計予算 

・議第7号 29年度中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計予算 

・議第8号 29年度農業集落排水事業特別会計予算 

・議第9号 29年度土地区画整理事業特別会計予算 

・議第10号 29年度駐車場事業特別会計予算 

・議第11号 29年度土地取得特別会計予算 

・議第12号 29年度市公債特別会計予算 

・議第13号 29年度市立病院機構病院事業債特別会計予算 

・議第14号 29年度水道事業特別会計予算 

・議第15号 29年度公共下水道事業特別会計予算 

・議第16号 29年度市自動車運送事業特別会計予算 

・議第17号 29年度高速鉄道事業特別会計予算 

・議第18号 執行機関の附属機関の設置等に関する条例の一部改正 

・議第19号 職員定数条例の一部改正 

・議第21号 男女共同参画センター条例の一部改正 

・議第22号  子ども若者はぐくみ局の設置に伴う関係条例の整備等に関する 

条例の制定 

・議第23号 児童福祉法に基づく事業及び施設の人員，整備及び運営の基準等

に関する条例の一部改正 

・議第24号 幼保連携型認定こども園の学級の編制，職員，設備及び運営の基

準に関する条例の一部改正 

・議第25号 保育所条例の一部改正 

・議第26号 老人デイサービスセンター条例の一部改正 

・議第27号 国民健康保険条例の一部改正 

・議第28号 動物愛護センター条例の一部改正 

・議第29号 中央斎場条例の一部改正 

・議第30号 都市計画関係手数料条例の一部改正 

・議第31号 京都駅八条口旅客自動車待機場条例の一部改正 

・議第32号 自転車安心安全条例の一部改正 

・議第33号 乗合自動車旅客運賃条例及び高速鉄道旅客運賃条例の一部改正 

・議第34号 水道事業条例の一部改正 

  予算特別委員会第２分科会 

会議の日時 3月2日（木）  開会 午前10時02分  散会 午後6時01分 

会議の内容 1 付託議案審査（都市計画局質疑） 

・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

2 要求資料 

 ・「空き家活用・流通支援等補助金」の交付を受けて「京町家のゲストハウス」

を開設しようとする場合に提出を求めている地域からの推薦又は了解を得

たことを示す報告書 

 ・京都駅八条口貸切バス乗降場以外の乗降場所の確保 
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  ・市営住宅に入居中の東日本大震災被災者の年間家賃相当額（概算） 

・八条市営住宅団地再生事業の民間活力導入可能性調査における事業費の削 

減見込み等 

  予算特別委員会第３分科会

会議の日時 3月2日（木）  開会 午前10時03分  散会 午後5時37分 

会議の内容 1 付託議案審査（消防局質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

  予算特別委員会第１分科会

会議の日時 3月3日（金）  開会 午前10時02分  散会 午後6時02分 

会議の内容 1 付託議案審査（文化市民局） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

  予算特別委員会第２分科会

会議の日時 3月3日（金）  開会 午前10時02分  散会 午後6時03分 

会議の内容 1 付託議案審査（建設局質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

2 要求資料 

 ・通学路安全対策に関する取組について 

  予算特別委員会第３分科会

会議の日時 3月3日（金）  開会 午前10時02分  散会 午後5時51分 

会議の内容 1 付託議案審査（交通局質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

2 要求資料 

 ・各交通事業者における定期券の割引率について 

  予算特別委員会第１分科会

会議の日時 3月6日（月）  開会 午前10時02分  散会 午後5時58分 

会議の内容 1 付託議案審査（市会事務局，総合企画局質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

2 要求資料 

 ・平成29年度当初予算案（オープン化事業関連予算）における新システムでの

改修費と現行システムでの改修費の比較 

  予算特別委員会第２分科会

会議の日時 3月6日（月）  開会 午前10時02分  散会 午後6時06分 

会議の内容 1 付託議案審査（保健福祉局質疑） 
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  ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

2 要求資料 

・一人暮らし高齢者全戸訪問事業の平成27年度実績（区・支所別） 

・生活保護受給世帯における高校生の就労状況について（平成29年2月末時点）

  予算特別委員会第３分科会

会議の日時 3月6日（月）  開会 午前10時02分  散会 午後5時16分 

会議の内容 1 付託議案審査（交通局質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

  予算特別委員会第１分科会

会議の日時 3月7日（火）  開会 午前10時02分  散会 午後5時30分 

会議の内容 1 付託議案審査（選挙管理委員会事務局，監査事務局，人事委員会事務局，行財

政局質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

  予算特別委員会第２分科会

会議の日時 3月7日（火）  開会 午前10時02分  散会 午後5時54分 

会議の内容 1 付託議案審査（保健福祉局質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

  予算特別委員会第３分科会

会議の日時 3月7日（火）  開会 午前10時02分  散会 午後5時30分 

会議の内容 1 付託議案審査（上下水道局質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

2 要求資料 

  ・施設の耐震化の状況について 

 ・通船復活試行事業における事故対応マニュアルについて 

 予算特別委員会第１分科会

会議の日時 3月8日（水）  開会 午前10時02分  散会 午後5時45分 

会議の内容 1 付託議案審査（会計室，行財政局質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

  予算特別委員会第２分科会

会議の日時 3月8日（水）  開会 午前10時02分  散会 午後6時05分 

会議の内容 1 付託議案審査（教育委員会質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

2 要求資料 

・校務支援のための非常勤講師の取組概要について 
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 ・未来スタディ・サポート教室の実施状況について（平成27年度） 

  予算特別委員会第３分科会

会議の日時 3月8日（水）  開会 午前10時03分  散会 午後4時33分 

会議の内容 1 付託議案審査（上下水道局質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

 予算特別委員会第１分科会

会議の日時 3月9日（木）  開会 午前10時02分  散会 午後6時03分 

会議の内容 1 付託議案審査（産業観光局質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

予算特別委員会

会議の日時 3月14日（火）  開会 午前10時04分  散会 午後6時23分 

会議の内容 1 付託議案審査（総括質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

予算特別委員会

会議の日時 3月15日（水）  開会 午前10時03分  散会 午後6時27分 

会議の内容 1 付託議案審査（総括質疑） 

 ・議第1号 29年度一般会計予算 ほか42件 

予算特別委員会

会議の日時 3月23日（木）  開会 午後5時05分  散会 午後5時13分 

会議の内容 1 付託議案審査 43 件（討論結了） 

 継続審査の動議 

   共産：議第274号～277号の4件の継続審査を求める。 

   表決の結果，挙手少数で否決された。 

 会派等の検討結果 

自民，民進：全て賛成。議第1号に1個の付帯決議を付す。 

共産：議第1号，3号～6号，10号，16号，19号，21号～26号，28号，29号，

31号，265号，274号～278号は反対，その他の議案20件は賛成 

公明：全て賛成。議第1号に2個，16号及び17号に2個の付帯決議を付す。 

維新：全て賛成。議第1号に2個の付帯決議を付す。 

京都：議第18号は反対，その他の議案42件は賛成 

無，無，無：全て賛成。 

 審査結果 

ｱ 議第1号，3号～6号，10号，16号，18号，19号，21号～26号，28号，29号，

31号，265号，274号～278号は挙手多数で，その他の議案19件は全会一致に
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 より全て可決することを決定する。 

ｲ 付帯決議の取りまとめについては，正副委員長と各会派の代表者に一任し，

調整の結果，議第 1 号に 4 個，議第 16 号及び 17 号に 2 個の付帯決議を付す

ことに決定する。 
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予算特別委員会の分科会 

（委員会要綱３及び４による） 

分科会 所     管 

第１分科会 環境政策局，行財政局，総合企画局，文化市民局，産業

観光局，会計管理者，選挙管理委員会，人事委員会，監

査委員及び市会事務局の所管に属する事項並びに第２分

科会及び第３分科会の所管に属しない事項  

第２分科会 保健福祉局，都市計画局，建設局及び教育委員会の所管

に属する事項 

第３分科会 消防局，交通局及び上下水道局の所管に属する事項 

（別記 23） 
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予算特別委員会第１分科会委員 

加 藤 昌 洋 議員  小 林 正 明 議員  繁    夫 議員 

寺田 かずひろ 議員  西 村 義 直 議員  みちはた 弘之 議員 

 井 あきら 議員  赤 阪   仁 議員  井 坂 博 文 議員 

西 野 さち子 議員  樋 口 英 明 議員  山 田 こうじ 議員 

やまね 智 史 議員  久 保 勝 信 議員  平山 よしかず 議員 

湯 浅 光 彦 議員   田 孝 雄 議員  隠 塚   功 議員 

中 野 洋 一 議員 森 川   央 議員  大 津 裕 太 議員 

豊 田 貴 志 議員   

以上 22 名 

予算特別委員会第２分科会委員 

井 上 与一郎 議員  しまもと 京司 議員  下 村 あきら 議員

田 中 明 秀 議員  田中 たかのり 議員  富   きくお 議員 

森 田   守 議員  井 上 けんじ 議員  河 合 ようこ 議員

くらた 共 子 議員  玉 本 なるみ 議員  ほ り 信 子 議員 

山 本 陽 子 議員  かわしま 優子 議員  大 道 義 知 議員

西 山 信 昌 議員  ひおき 文 章 議員  鈴 木  マサホ 議員

山岸 たかゆき 議員  山本 ひろふみ 議員  宇佐美 けんいち議員

菅 谷 浩 平 議員  村 山 祥 栄 議員   

以上 23 名 

予算特別委員会第３分科会委員

津 田 大 三 議員  中 村 三之助 議員 橋 村 芳 和 議員 

平 山 たかお 議員  椋 田 隆 知 議員  山 本 恵 一 議員 

加 藤 あ い 議員  北 山 ただお 議員  西 村 善 美 議員 

平 井 良 人 議員 森 田 ゆみ子 議員  山 中   渡 議員 

青 野 仁 志 議員 国 本 友 利 議員 曽 我   修 議員 

天  方 浩 之 議員  安 井 つとむ 議員  こうち 大 輔 議員 

江 村 理 紗 議員 森   かれん 議員 大 西 ケンジ 議員 

やまず まい子 議員

以上 22 名 

（別記 24） 
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月　日 参　　考

第１分科会 第２分科会 第３分科会

局別質疑 局別質疑 局別質疑

２４日（金） （議員会）

２５日（土） 　

２６日（日） 　

２７日（月） 議運

２８日（火） 　 　 　 本会議

３月　１日（水） 本会議

予算特別委員会審査日程（案）

（理事会）

日　　　　　　　　　程

委員長報告

  ２月２３日（木）

分科会審査内容報告作成配布

委員会(討論結了）　　

（別記 25） 
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参　考

第１分科会 第２分科会 第３分科会

環境政策局 都市計画局 消防局

　３日 （金） 文化市民局 建設局 交通局 　

　４日 （土） 　 　 　 －休日－

　５日 （日） 　 　 　 －休日－

　６日 （月） 市会，総合企画局 保健福祉局 交通局 　

　　　７日 （火） 選管・監査・人事，行財政局 保健福祉局 上下水道局 　

８日 （水） 会計室，行財政局 教育委員会 上下水道局 　

９日 （木） 産業観光局 　

１０日 （金） 　

１１日 （土） 　 －休日－

１２日 （日） 　 －休日－

１３日 （月） 分科会審査内容報告作成配付

１４日 （火） 委員会（総括質疑） 　 　

１５日 （水） 委員会（総括質疑） 　

１６日 （木） 　

１７日 （金） （理事会）

１８日 （土） －休日－

１９日 （日） 　 －休日－

２０日 （月） 　 －休日－

２１日 （火） 　 （議員会）

２２日 （水）  （議員会）

２３日 （木） 委員会(討論結了） 議運

２４日 （金） 委員長報告 本会議

予算特別委員会審査日程（案）

３月　２日

日　　　　　　　　　　　　　　　程月　　日

（木）

（別記 26） 
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 市会改革推進委員会 

会議の日時 2月14日（火）  開会 午前10時02分  散会 午前10時53分 

会議の内容 1 市会改革に係る検討項目

・京都市会基本条例の検証・評価 

・投票率向上に向けた取組 

 市会改革推進委員会 

会議の日時 3月10日（金）  開会 午前10時03分  散会 午前10時32分 

会議の内容 1 市会改革に係る検討項目

・投票率向上に向けた取組 

 市会改革推進委員会 

会議の日時 3月24日（金）  開会 午後2時20分  散会 午後2時22分 

会議の内容 1 正副委員長の互選

委 員 長  田 中 明 秀 委員 

副委員長  国 本 友 利 委員 

 ※ 副委員長 井坂博文委員及び鈴木マサホ委員は，変更なし。 

※ 市会改革推進委員会の検討結果をまとめた報告が，3 月 21 日に議長に提出された｡同報告では，

下記の項目について取りまとめられた。 

 3 月 21 日提出分 

 1 京都市会基本条例の検証・評価の実施手法 

 2 投票率向上に向けた取組 

■ 市会改革推進委員会 
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1 市会改革推進委員の辞任及び補欠選任 

  3月23日に，議長において，寺田かずひろ議員（自民），赤阪仁議員（共産），西山信昌

議員（公明），平山よしかず議員（公明），こうち大輔議員（維新）及び大津裕太議員

（京都）の市会改革推進委員の辞任が許可され，3月24日に，みちはた弘之議員（自民），

やまね智史議員（共産），かわしま優子議員（公明），国本友利議員（公明），森川央議員

（維新）及び森かれん議員（京都）が同委員に指名された。 

2 役員の変更 

会  派  名 役 職 名 旧 役 員 名 新 役 員 名 異 動 日 

公明党京都市会議員団 副団長 久保 勝信 田 孝雄 3月24日 

民進党京都市会議員団 副団長 中野 洋一 天方 浩之 3月24日 

日本維新の会・無所属

京都市会議員団 
団長 こうち 大輔 宇佐美 けんいち 3月24日 

■ 異動関連
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■ 議案処理一覧 

平成28年定例会（平成29年2月市会） 

１ 議員提出議案 
自 共 公 民 維 京 無 無 無

民 産 明 進 新 都 ＊ ＊ ＊

1 2 3

3.24 3.24 市会28
京都市会委員会条例の一部を改正する条例の制定
について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市会運営委員会

3.24 3.24 市会29
京都市会議員の議員報酬の額の特例に関する条例
の一部を改正する条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市会運営委員会

3.24 3.24 市会30
再生可能エネルギー熱等の利用の推進を求める意
見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 市会議員全員

3.24 3.24 市会31
地域が現状に即し運用することができる民泊運営
ルールの法制化を求める意見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自民，公明，民進，
維新，京都，無＊1，

無＊2，無＊3

3.24 3.24 市会32
無料公衆無線LAN（Wi-Fi）環境の整備促進を求め
る意見書の提出について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自民，公明，維新，

京都，無＊1，
無＊2，無＊3

3.24 3.24 市会33
水素ステーションの整備促進を求める意見書の提
出について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
自民，公明，維新，

無＊1，無＊2，

無＊3

3.24 3.24 市会34
いわゆる共謀罪法案の白紙撤回を求める意見書の
提出について

否決 × ○ × ○ × × × × × 共産，民進

3.24 3.24 市会35
「森友学園」問題の徹底究明を求める意見書の提
出について

否決 × ○ × × × × × × × 共産

3.24 3.24 市会36
ふるさと納税の制度改善を求める意見書の提出に
ついて

否決 × × × ○ ○ × × × × 維新

3.24 3.24 市会37
介護保険総合事業の発足に際し利用者の権利擁護
と事業者への支援強化を求める決議について

否決 × ○ × × × × × × × 共産

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件　　　　　　名

審議

結果

提　出

会派等

（○×は議案に対する各会派の態度。○＝賛成，×＝反対） 

 無＊1＝(大西ケンジ議員) 無＊2＝(豊田貴志議員)  無＊3＝(やまずまい子議員) 

２ 市長提出議案 

（1）平成28年度分 

自 共 公 民 維 京 無 無 無

民 産 明 進 新 都 ＊ ＊ ＊

1 2 3

修正案 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

修正部
分を除
く原案

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.1 議258 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.1 議259 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.1 議260 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.1 議261 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.1 議262 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.1 議263 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議264 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議265 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議266 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

修正案 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

修正部
分を除
く原案

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議268 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議269 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議270 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議271 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

平成28年度京都市国民健康保険事業特別会計補正予算

提出

月日

議決

月日

議案

番号

付　帯

決議等
件　　　　　　名

審議

結果

付帯決議

平成28年度京都市土地区画整理事業特別会計補正予算

平成28年度京都市公共下水道事業特別会計補正予算

京都市債権管理条例の制定について

2.22 3.1  議257 平成28年度京都市一般会計補正予算 

平成28年度京都市介護保険事業特別会計補正予算

平成28年度京都市中央卸売市場第一市場特別会計補正予算

平成28年度京都市中央卸売市場第二市場・と畜場特別会計
補正予算

京都市市税条例等の一部を改正する条例の制定について

京都市国際親善交流基金条例の一部を改正する条例の制定
について

2.22 3.1 議267
京都市社会福祉事業基金条例の一部を改正する条
例の制定について

京都市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について

京都市建築基準条例の一部を改正する条例の制定について

京都市地区計画の区域内における建築物等の制限に関する
条例の一部を改正する条例の制定について

京都市緑化・公園管理基金条例の一部を改正する条例の制
定について
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自 共 公 民 維 京 無 無 無

民 産 明 進 新 都 ＊ ＊ ＊

1 2 3

2.22 3.24 議272 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議273 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議274 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議275 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議276 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議277 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議278 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議279 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議280 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議281 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議282 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.1 議283 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 付帯決議

2.22 3.1 議284 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議285 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議286 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議287 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議288 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議289 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議290 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3.14 3.24 議291 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3.17 3.24 議292 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件　　　　　　名

審議

結果

付　帯

決議等

京都市分庁舎（仮称）新築工事（空気調和設備工事）請負
契約の締結について

京都市分庁舎（仮称）新築工事（衛生設備工事）請負契約
の締結について

京都市分庁舎（仮称）新築工事（電気設備工事）請負契約
の締結について

京都市分庁舎（仮称）新築工事請負契約の締結について

京都市教職員の給与，勤務時間等に関する条例の一部を改
正する条例の制定について

京都市公共下水道事業基金条例の制定について

阪神高速道路株式会社による京都市道高速道路１号線等の
料金の徴収期間の変更に係る同意について

樫原市営住宅改修工事請負契約の締結について

醍醐南市営住宅改修工事請負契約の締結について

京都市立久世西小学校増築工事請負契約の締結について

京都市立醍醐中学校増築工事請負契約の締結について

京都市南部クリーンセンター第二工場（仮称）新設工事請
負契約の変更について

京都駅南口駅前広場整備工事（道路改築工事）請負契約の
変更について

京都市美術館再整備工事請負契約の締結について

不動産の取得について 

京都市長等の給与の額の特例に関する条例の一部を改正す
る条例の制定について 

市道路線の認定について

市道路線の廃止について

訴えの提起（裁判上の和解を含む。）について

訴えの提起について

訴訟上の和解について

（○×は議案に対する各会派の態度。○＝賛成，×＝反対） 

無＊1＝(大西ケンジ議員) 無＊2＝(豊田貴志議員)  無＊3＝(やまずまい子議員) 

(2）平成29年度分 
自 共 公 民 維 京 無 無 無

民 産 明 進 新 都 ＊ ＊ ＊

1 2 3

2.22 3.24 議1 平成29年度京都市一般会計予算 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 付帯決議

2.22 3.24 議2
平成29年度京都市母子父子寡婦福祉資金貸付事業
特別会計予算

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議3 平成29年度京都市国民健康保険事業特別会計予算 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議4 平成29年度京都市介護保険事業特別会計予算 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議5 平成29年度京都市後期高齢者医療特別会計予算 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議6
平成29年度京都市中央卸売市場第一市場特別会計
予算

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議7
平成29年度京都市中央卸売市場第二市場・と畜場
特別会計予算

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議8 平成29年度京都市農業集落排水事業特別会計予算 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議9 平成29年度京都市土地区画整理事業特別会計予算 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議10 平成29年度京都市駐車場事業特別会計予算 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議11 平成29年度京都市土地取得特別会計予算 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議12 平成29年度京都市市公債特別会計予算 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議13
平成29年度京都市立病院機構病院事業債特別会計
予算

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

提出

月日

議決

月日

議案

番号
件　　　　　　名
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自 共 公 民 維 京 無 無 無

民 産 明 進 新 都 ＊ ＊ ＊

1 2 3

2.22 3.24 議14 平成29年度京都市水道事業特別会計予算 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議15 平成29年度京都市公共下水道事業特別会計予算 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議16 平成29年度京都市自動車運送事業特別会計予算 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 付帯決議

2.22 3.24 議17 平成29年度京都市高速鉄道事業特別会計予算 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 付帯決議

2.22 3.24 議18
京都市執行機関の附属機関の設置等に関する条例
の一部を改正する条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○

2.22 3.24 議19
京都市職員定数条例の一部を改正する条例の制定
について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議20
京都市個人情報保護条例の一部を改正する条例の
制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議21
京都市男女共同参画センター条例の一部を改正す
る条例の制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議22
子ども若者はぐくみ局の設置に伴う関係条例の整
備等に関する条例の制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議23
京都市児童福祉法に基づく事業及び施設の人員，
設備及び運営の基準等に関する条例の一部を改正
する条例の制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議24
京都市幼保連携型認定こども園の学級の編制，職
員，設備及び運営の基準に関する条例の一部を改
正する条例の制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議25
京都市保育所条例の一部を改正する条例の制定に
ついて

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議26
京都市老人デイサービスセンター条例の一部を改
正する条例の制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議27
京都市国民健康保険条例の一部を改正する条例の
制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議28
京都動物愛護センター条例の一部を改正する条例
の制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議29
京都市中央斎場条例の一部を改正する条例の制定
について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議30
京都市都市計画関係手数料条例の一部を改正する
条例の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議31
京都駅八条口旅客自動車待機場条例の一部を改正
する条例の制定について

可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議32
京都市自転車安心安全条例の一部を改正する条例
の制定について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議33
京都市乗合自動車旅客運賃条例及び京都市高速鉄
道旅客運賃条例の一部を改正する条例の制定につ
いて

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議34
京都市水道事業条例の一部を改正する条例の制定
について

可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議35 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議36 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議37 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議38 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議39 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議40 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議41 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議42 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議43 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議44 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議45 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議46 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2.22 3.24 議47 指定管理者の指定について（保健福祉局関係） 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3.24 3.24 議48 副市長の選任について（村上　圭子） 同意 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3.24 3.24 議49 副市長の選任について（植村　哲） 同意 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3.24 3.24 議50 包括外部監査契約の締結について 可決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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（○×は議案に対する各会派の態度。○＝賛成，×＝反対） 

無＊1＝(大西ケンジ議員) 無＊2＝(豊田貴志議員)  無＊3＝(やまずまい子議員) 
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■ 付帯決議

議第 257 号に対する付帯決議 

 今般，再生可能エネルギー等導入推進基金（グリーンニューディール基金）事業を実施したが，

事業実施期間が終了し残余金が発生したため国庫に返還することとなった。この事業は平成 25

年度から平成 27 年度までの期間に避難所や防災拠点等への太陽光発電設備等の導入を進めるた

めの国の支援であり，本市でもその推進が期待されたところであるが，民間枠が 1 億円あったに

もかかわらず実際には 1,500 万円しか利用されてないことが分かった。その理由を議会で質疑し

たところ，「補助率など制度が使いにくいので国に対し改善をお願いしてきたが，国がその要望を

聞き入れないことが原因である」との回答であった。3 年間もの間，議会には一度も報告がなか

ったこと，また執行できなかったことの理由に国の制度を挙げるその姿勢自身に問題がある。こ

れは，当局の基金の執行管理にも甘さがあったと言わざるを得ない。今後は，京都市全庁が議会

と課題意識を共有して事業実施の推進に当たること。 

（賛成会派等） 

 市会議員全員 

議第 257 号及び議第 283 号に対する付帯決議 

 南部クリーンセンター第二工場建替え工事における土壌汚染対策工事については，新たな汚染

箇所が見付かったことから，工事自体に遅れが生じている。また，当初の想定より約 23 億円もの

費用が増加し，本市財政への影響が懸念される。 

 よって今後，本市が実施する工事の際，この度の南部クリーンセンターのように土壌汚染が想

定される場合には，工事開始後に新たに汚染箇所が発見される場合の影響を考慮し，事前に必要

な調査を行い，その調査結果を反映した事業計画を作成することを強く求める。 

（賛成会派等） 

 市会議員全員 
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議第 1号に対する付帯決議 

1 大型汎用コンピュータのオープン化に係る予算については，現在第三者委員会で議論されてい

る内容に関係するものである。議会としては，第三者委員会の議論がこの予算計画に影響される

ことなく，市民にとって最も効果的なものとなるよう期待する一方，第三者委員会の議論を経て

本市が方向性を定めた際には速やかに議会に報告を行い，徹底的に議論し，必要があれば予算の

修正を行うこと。 

また，一括処理システムに係るオープン化の開発手法を，高速開発ツールによるスクラッチ開

発から，マイグレーションによる開発に変更した。この変更経過は，議会はもとより上局にも知

らされておらず，議会で質疑してもいまだ明確な回答がない状態である。早期に解明し議会に報

告すること。 

本事業は，市民生活にとってもまた本市財政にとっても有益であるが，現状想定外の支出が続

いていることを鑑み，猛省(もうせい)のうえ事業の推進に当たること。 

2 中期財政収支見通しにおける投資的経費は，「特別の財源対策によらない財政運営」及び「生

産年齢人口一人当たりの市債残高を増加させない」との京(みやこ)プランの目標から毎年度 700

億円前後を大枠としている。 

京都市美術館の再整備や京都市中央卸売市場第一市場の施設整備，京都市立芸術大学の移転な

どの大型事業への投資.資金需要の増大が見込まれる中，防災減災やまちづくりの視点からの投

資も含め京都市全体として中期的に投資的経費を積み上げて検討し，投資の有効性や適格性と資

金調達を的確に判断して実行すること。またそのための体制を整えること。  

3 観光立国として国内外からの観光客の宿泊需要に対応し，民泊営業の適正化を図るため，「住

宅宿泊事業法（民泊新法）（案）」が閣議決定され，法制化に向けた議論が始まろうとしている。 

京都市においては宿泊施設が急増し，不法業者への対策強化，地域との共生，良質な宿泊施設

の誘導，マンションでの営業による対策等，民泊を取り巻く課題を抱える中，関連部局が横断的

かつ柔軟で実効性のある組織体制の整備と，京都の実情を十分に踏まえた条例化に向けた取組が

不可欠となっている。 

新法の法制化は，規制緩和として旅館業法では営業できなかった住居専用地域等での営業を可

能とする等，新たな課題にも直面することになる。 

本市は，民泊に対する指導要綱や相談体制の強化などにより適正化を進めてきているが，より

安心安全及び地域の生活環境との調和が図られるよう，市民をはじめ関係団体の意見を十分に把

握し，京都の実情を踏まえた実効性ある条例を制定し運用を図ること。 

4 昨年，本市はロックフェラー財団の「100 のレジリエント.シティ」プロジェクトに採択され，

29 年度にはレジリエンス統括監を選任のうえで，「レジリエンス戦略」を構築することになる。

選任されるレジリエンス統括監は，危機管理監が持つ防災面での広い知見と，人口減少や高齢化

社会に対する知見も持ち合わせ，また 2 億ドルの価値とされるプラットホームを使いこなせる方

であり，目的である「レジリエンス戦略」を作成できる方でなくてはならない。市長に対しても

大所高所から発言のできる方を選任するとともに，統括監を支えるスタッフを必ず配置し，実効

性のある戦略を作り出すこと。 
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（賛成会派等） 

  1 市会議員全員 

  2,3,4 

自民，公明，民進，維新，京都，無，無，無 

議第 16 号及び議第 17号に対する付帯決議 

1 市バスの混雑緩和に向けた「前乗り後降り」方式の実証実験を行うとのことであるが，より利

便性を高めるには均一運賃区間の拡大が急がれる。よって，民間バス事業者とも丁寧な議論を行

い全力で取り組むこと。 

2 市バスの一日乗車券カードの価格適正化及び，京都観光一日乗車券等の値下げの検討について

は，慎重な議論を尽くし，市民に丁寧な説明を行い，市民の利便性を高めるとともに，市バスの

混雑緩和と地下鉄への利用誘導という目的の達成につながるよう取り組むこと。 

（賛成会派等） 

  1 市会議員全員 

  2 自民，公明，民進，維新，京都，無，無，無 
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■ 意見書・決議 

1 再生可能エネルギー熱等の利用の推進を求める意見書 

  （3 月 24 日可決，市会議員全員による共同提案） 

2 地域が現状に即し運用することができる民泊運営ルールの法制化を求める意見書 

  （3 月 24 日可決，自民，公明，民進，維新，京都，無，無，無共同提案） 

3 無料公衆無線 LAN（Wi-Fi）環境の整備促進を求める意見書 

  （3 月 24 日可決，自民，公明，維新，京都，無，無，無共同提案） 

4 水素ステーションの整備促進を求める意見書 

  （3 月 24 日可決，自民，公明，維新，無，無，無共同提案） 

5 いわゆる共謀罪法案の白紙撤回を求める意見書 

  （3 月 24 日否決，共産，民進共同提案） 

6 「森友学園」問題の徹底究明を求める意見書  

  （3 月 24 日否決，共産提案） 

7 ふるさと納税の制度改善を求める意見書 

  （3 月 24 日否決，維新提案） 

8 介護保険総合事業の発足に際し利用者の権利擁護と事業者への支援強化を求め 

る決議 

  （3 月 24 日否決，共産提案） 
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市会議第３０号 

再生可能エネルギー熱等の利用の推進を求める意見書の提出について 

再生可能エネルギー熱等の利用の推進を求める意見書を次のとおり提出する。 

平成２９年３月２４日提出 

                        提出者  市 会 議 員 全 員 

                             平成  年  月  日 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，経済産業大臣，環境大臣， 

資源エネルギー庁長官 宛て 

                           京 都 市 会 議 長 名 

再生可能エネルギー熱等の利用の推進を求める意見書 

 環境負荷の少ない持続可能な社会を目指すためには，再生可能エネルギーや未利用エネルギ

ーの有効利用が不可欠である。 

 ところが，我が国では再生可能エネルギーの利用は発電というイメージが強く，熱の有効利

用が進んでいないのが現状である。例えば，冷暖房については，電気のような高品位なエネル

ギーから熱を作るのではなく，「熱は熱で」の原則の下，バイオマス，太陽熱，河川熱，地中

熱，雪氷熱，温泉熱などの再生可能エネルギー熱の利用を飛躍的に拡大することにより，大幅

な省エネルギー・温室効果ガス削減が可能となる。 

 本市においても，地球温暖化対策計画を見直し，更なる省エネルギー・温室効果ガス削減に

向け，太陽光中心からバイオマス，小風力，小水力利用への幅広い政策展開を打ち出し，来期

からは地中熱の有効利用を進めることになっている。 

 よって国におかれては，再生可能エネルギー熱や未利用エネルギーに関して普及目標を定

め，自治体も活用しやすい助成制度を創設・拡充するなどの措置を講じるとともに，国や自治

体の施設における再生可能エネルギー熱等の導入を推進するよう強く求める。 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第３１号 

地域が現状に即し運用することができる民泊運営ルールの法制化を求める意見書の

提出について 

地域が現状に即し運用することができる民泊運営ルールの法制化を求める意見書を次のとお

り提出する。 

平成２９年３月２４日提出 

                  提出者  市会議員 井上 与一郎 ほか４８名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団 ， 

                       民進党市議団，日本維新の会市議団， 

                       京 都 党 市 議 団 ， 無 所 属（大西）， 

                       無 所 属 （豊田），無 所 属 （やまず）

                             平成  年  月  日 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，厚生労働大臣，国土交通大臣， 

内閣府特命担当大臣（規制改革） 宛て 

                           京 都 市 会 議 長 名 

地域が現状に即し運用することができる民泊運営ルールの法制化を求める意見書 

 平成２９年３月１０日に，「住宅宿泊事業法案」，いわゆる民泊新法案が閣議決定された。こ

れは，平成２８年６月の京都市会の意見書における要求事項が一定程度反映されたものであ

る。現在開会中の通常国会で議論が始まる。 

 ２０２０年の東京五輪等，国家的な行事が続く中，それらを目的に訪日する外国人観光客数

の増大は必至である。 

 我が国に興味を持って訪れた方に，帰国後に我が国の良さを広めてもらうことは非常に貴重

なことである。したがって，今後も多くの観光客を受け入れ，そのための宿泊施設を充実させ

ることが，一層必要であると考える。 

 京都市では，平成２７年に約５，６８４万人の観光客が訪れ，また，宿泊客も増加し，平成

２７年の平均客室稼働率は，市内の主要なホテルが８８．９パーセント，旅館が７０．１パー

セントであり，宿泊施設不足が深刻な問題となっている。 

 それに伴い，多様な宿泊ニーズに対応するために民泊が増加し，地域と良好な関係で営業す

るものやホームステイ型により国際交流が深まっている事例がある一方，地域とトラブルを起

こす業者が後を絶たず，市民から騒音やゴミの苦情，火災に対する不安の声等が多く寄せられ

るようになった。訪日観光客を快く受け入れるためには，地域で生活する者の普段の生活環境

が守られていることが大前提である。 

 よって国におかれては，法制化に当たり，下記のとおり取り組まれるよう，強く要望する。 

記 

１ 民泊を旅館・ホテルに準じた宿泊施設として位置付け，民泊新法案に盛り込まれている， 
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 経営者を特定することができる状況や防火・防災・防犯などの明確なルール，違反した経営

者への厳罰化，これらのルールの厳守など，不誠実な経営を抑止する策を徹底させること。 

２ 住民の生活環境を守るため，地域の実情の詳細を把握している自治体が，地域の実情に即

した形で運用することができるよう，慎重かつ丁寧な議論を重ねて策定すること。 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第３２号 

無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備促進を求める意見書の提出について 

無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備促進を求める意見書を次のとおり提出する。 

平成２９年３月２４日提出 

                  提出者  市会議員 井上 与一郎 ほか４１名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団 ， 

                       日本維新の会市議団，京都党市議団， 

                       無所属（ 大 西 ），無所属（ 豊 田 ），無所属（ やまず）

                             平成  年  月  日 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣 宛て 

                           京 都 市 会 議 長 名 

無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備促進を求める意見書 

 ２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの開催に向けて，通信環境の整備，とりわけ

無料公衆無線ＬＡＮ（Ｗｉ－Ｆｉ）環境の整備が，喫緊の課題となっている。 

 観光庁が行った「平成２６年度訪日外国人旅行者の国内における受入環境整備に関する現状

調査結果」によると，旅行中最も困ったこととして，Ｗｉ－Ｆｉ環境が３０．２パーセントと

最も高く，特に公共施設や観光施設におけるＷｉ－Ｆｉ環境の普及や利用手続の簡便性の面で

の課題が指摘されている。 

 政府は，防災の観点から，２０２０年までに約３万箇所のＷｉ－Ｆｉ環境の整備を目指し，

また，空港や駅・鉄道，宿泊施設など，人が多く出入りする場所には，民間での設置を働き掛

けている。 

 京都市においては，安全性と利便性を兼ね備えたＷｉ－Ｆｉの仕組みによって，市バス停，

地下鉄駅，公共施設，商業施設など，約２，０００箇所において利用することができる環境を，

独自に整備してきている。 

 Ｗｉ－Ｆｉ環境の整備促進は，インバウンドの更なる増加だけでなく，防災拠点となる公共

施設等の災害時における通信手段の確保にも大きく貢献する。 

 よって国におかれては，下記の事項について取り組むことを強く要望する。 

記 

１ 鉄道・バス等の公共交通機関やホテル・旅館等の宿泊施設などの民間施設に対して，安全

性と利便性を備えたＷｉ－Ｆｉ整備支援事業を拡充すること。 

２ 防災の観点から，避難所・避難場所となる学校等の防災拠点や，博物館・自然公園等の公

共的な観光・防災拠点へのＷｉ－Ｆｉ環境の整備に対して，財政支援措置を拡充すること。 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第３３号 

水素ステーションの整備促進を求める意見書の提出について 

水素ステーションの整備促進を求める意見書を次のとおり提出する。 

平成２９年３月２４日提出 

                  提出者  市会議員 井上 与一郎 ほか３７名 

                       自 民 党 市 議 団 ， 公 明 党 市 議 団 ， 

                       日 本 維 新 の 会 市 議 団 ， 無 所 属（大西）， 

                       無 所 属 （豊田），無 所 属 （やまず）  

                             平成  年  月  日 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，経済産業大臣，国土交通大臣， 

環境大臣， 

内閣府特命担当大臣（規制改革）， 

資源エネルギー庁長官 宛て 

                           京 都 市 会 議 長 名 

水素ステーションの整備促進を求める意見書 

 政府は，平成２８年３月に「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を改訂し，水素社会の実現

に向けて新たな目標や取組の具体案を示した。その中で，燃料電池自動車（ＦＣＶ）の普及台

数目標は２０３０年までに約８０万台，水素ステーションの整備目標は２０２５年度までに約

３２０箇所とされている。 

 しかしながら，２０３０年時点のＦＣＶ普及台数目標を達成するためには，９００基程度の

水素ステーションが必要であると見込まれており，その実現には，水素ステーションの整備の

一層の加速化が求められる。 

 京都市では，現在２箇所の水素ステーションが設置され，注目を集めている中，今後のＦＣ

Ｖ普及に向けた誘致活動を推進しているところである。 

 現在，国では燃料電池自動車・水素ステーション等に関する規制の見直しを進めているが，

全国的な水素ステーションの整備拡大を推進するためには，事業者による一層の技術開発等の

努力に加えて，国においても更なる規制の見直しが求められる。 

 とりわけ，海外では一般的となっている水素ステーション用蓄圧器に複合圧力容器を使用す

ることが，我が国でもようやく認められたとはいえ，高価な炭素繊維の使用はコストアップの

要因になっている。 

 よって国におかれては，水素ステーションの運営コストの低減や，蓄圧器材料に安価なクロ

ムモリブデン鋼等を使用することができるようにするなどの一層の規制緩和を進めるととも

に，下記の事項を講じるよう強く求める。 

記 

１ 水素ステーションのセルフ充てんに係るハード・ソフト両面の基準整備を行うこと。
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２ 海外での使用実績を考慮して，水素ステーション用蓄圧器の使用可能鋼材の範囲を拡大す

ること。 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第３４号 

いわゆる共謀罪法案の白紙撤回を求める意見書の提出について 

 いわゆる共謀罪法案の白紙撤回を求める意見書を次のとおり提出する。 

平成２９年３月２４日提出 

                   提出者  市会議員 井坂 博文 ほか２４名  

                        日 本 共 産 党 市 議 団 ， 

                        民 進 党 市 議 団 

                             平成  年  月  日 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，法務大臣 宛て 

                           京 都 市 会 議 長 名 

いわゆる共謀罪法案の白紙撤回を求める意見書 

 平成２９年３月２１日，政府は組織犯罪処罰法改正案を閣議決定し，かつて３度にわたり廃

案となったテロ等組織犯罪準備罪（いわゆる共謀罪）の新設をもくろんでいる。 

 共謀罪とは，２人以上の者が，犯罪を行うことを話し合って合意することを処罰対象とする

犯罪のことであり，具体的な行為がないまま話し合い，合意をしただけで処罰することを可能

にするものである。処罰時期を早めることは，犯罪とされる行為（構成要件）の明確性を失わ

せ，単に疑わしいというだけで人が処罰されるような事態を招きかねない。そのことは，捜査

機関の恣意的な捜査，立件を可能にするとともに，憲法第１９条が保障する思想・良心の自由

を侵すものではないかと，多くの国民に不安が広がっている。 

 加えて，政府がかねてより共謀罪法案の必要性を主張してきた２点の立法事実は，次のとお

り，もはや存在しない。 

 一つには，ハイジャック行為や，コンピュータウィルスの製造・拡散，殺傷能力の高い化学

薬品の開発といったテロ３事案については，現行法でも十分対応可能であるということであ

る。 

 二つには，東京オリンピック・パラリンピック開催に向けて国際組織犯罪防止条約（ＴＯＣ

条約）の締結が必要であると主張するが，ＴＯＣ条約が求めているものは，必ずしもテロ対策

ではないということである。 

 また，我が国では，重大な犯罪を中心に，未遂，予備（準備），共謀（陰謀）を処罰する罪

を定め，判例によって共謀共同正犯の処罰も認められているため，ＴＯＣ条約の担保法に関す

る立法ガイドに照らせば，条約の主旨は十分に満たしている。 

 よって国におかれては，国民の思想・良心の自由を侵害し，現行法制度の下では不必要な，

いわゆる共謀罪法案を新設しないよう，強く求める。 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第３５号 

｢森友学園｣問題の徹底究明を求める意見書の提出について 

｢森友学園｣問題の徹底究明を求める意見書を次のとおり提出する。 

平成２９年３月２４日提出 

                   提出者  市会議員 井坂 博文 ほか１７名 

                        （ 日 本 共 産 党 市 議 団 ） 

                             平成  年  月  日 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，財務大臣，国土交通大臣 宛て 

                           京 都 市 会 議 長 名 

｢森友学園｣問題の徹底究明を求める意見書 

 大阪の学校法人｢森友学園｣が，大阪府豊中市で格安で払下げを受けた国有地に小学校を開校

しようとしていた問題は，評価額からの大幅な値引きや設置認可を巡る疑問など，様々な問題

が噴出し，法人側が認可申請を取り下げる事態になった。

 財務省が学園側の要望どおりの｢超格安｣で国有地を払い下げたこと，また，大阪府が借入金

による小学校の開設ができるよう規制緩和をしたことについて，国及び政治家の関与が問われ

ている問題である。

 「森友学園」問題について各マスメディアが実施した世論調査では，「説明に納得していな

い７５％」（毎日），「国会招致が必要７０％」（朝日），「売却価格に納得できない８０％」（Ｎ

ＨＫ）など，解明を求める声が圧倒的である。

 国有地を管理する財務省理財局は，資料の廃棄を理由に経過の説明を尽くさず，疑惑が残る

以上は，国会で徹底解明するのは当然である。

 よって国におかれては，「森友学園」問題の徹底究明をするよう求める。 

 以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第３６号 

ふるさと納税の制度改善を求める意見書の提出について 

ふるさと納税の制度改善を求める意見書を次のとおり提出する。 

平成２９年３月２４日提出 

                  提出者  市会議員 宇佐美 けんいち ほか３名 

                       （日 本 維 新 の 会 市 議 団） 

                             平成  年  月  日 

衆議院議長，参議院議長，内閣総理大臣， 

総務大臣，財務大臣 宛て 

                           京 都 市 会 議 長 名 

ふるさと納税の制度改善を求める意見書 

 ふるさと納税は，地方で生まれ育ち都会に出てきた方の，ふるさとへ恩返しをしたい，お世

話になった地域の力になりたいという想いを，その自治体に寄付することで実現するという理

念で導入された制度である。 

 しかしながら，その実態は返礼品競争となり，ふるさとへの恩返しとは懸け離れた，一種の

節税対策となっているのが実情である。同制度に係る平成２７年度の本市の寄付受入額と本市

税収からの寄付金控除額の差額はおよそ９億円であり，深刻な税の流出となっている。 

 よって国におかれては，ふるさと納税の本来の理念に立ち戻るための制度改善を行うよう要

望する。 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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市会議第３７号 

介護保険総合事業の発足に際し利用者の権利擁護と事業者への支援強化を求める決

議について 

 介護保険総合事業の発足に際し利用者の権利擁護と事業者への支援強化を求める決議を次の

とおり提出する。 

平成２９年３月２４日提出 

                   提出者  市会議員 井坂 博文 ほか１７名 

                        （ 日 本 共 産 党 市 議 団 ） 

介護保険総合事業の発足に際し利用者の権利擁護と事業者への支援強化 

を求める決議 

 今年４月から，介護保険の要支援認定の訪問介護と通所介護が，保険給付から自治体の新総

合事業に移管される。場合によっては，要介護認定を省略して基本チェックリストだけでサー

ビスの内容や程度が決められることもあるとされ，また，認定を経た場合でも，有資格のヘル

パーを希望しても，無資格者やボランティアしか認められないこともあり得るとされている。

どのサービスを使うかは地域包括支援センターが決めるとのことであるが，本来，サービスの

程度や内容は，客観的な症状を基礎としつつ，本人の同意が前提とされるべきである。その点

で，民間の地域包括支援センター任せにせず，本人の希望ができるだけ採用されるよう，本市

としても，必要かつ可能な手立てを打つべきである。 

 また，今回の総合事業への移行は，基本報酬の大幅減により，各事業所にとっても大幅な収

入減，経営危機が危惧されるところであり，先行きに対する不安が広がっている。この間の介

護報酬引下げの影響について，本市として各事業所の実態把握に努めるとともに，制度移行と

併行して，各事業所の収支動向や減収の有無の実態調査，対策立案について留意・検討し，必

要な支援策を強化すべきである。制度を支える要である，地域包括支援センターや各事業所，

ケアマネージャーやヘルパー等々，各事業者や専門家が安心して利用者のための仕事にまい進

することができるよう，就労環境の悪化を防ぐとともに，より良い環境条件の一層の整備に努

めるべきである。 

 よって京都市においては，介護保険総合事業の発足に際し，利用者の権利を擁護し，事業者

への支援の一層の強化を図ること。 

 以上，決議する。 

    年  月  日 

  京 都 市 会   
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■ 請願審査結果

（平成29年3月24日現在） 

 経済総務委員会

受理番号 件名 受理年月日 処理結果 

38 学費・奨学金の負担軽減と若者の雇用改善 29.2.24 29.3.24審議未了 

 教育福祉委員会

受理番号 件名 受理年月日 処理結果 

30 
児童館未設置学区エリアへの子育て機能の充
実・拡充 

28.9.27 29.3.24採択 

35 食の安全・安心デーの制定 28.11.25 29.3.1採択 

36 保育・学童保育制度の充実 29.2.23 29.3.24不採択 

37 教育条件の改善 29.2.22 29.3.24不採択 

39 介護職員処遇改善交付金制度の創設 29.2.24 29.3.24不採択 
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（平成29年3月24日現在） 

区 分 

受 理 件 数 処 理 件 数 

継続 

陳

情

受

理

件

数

繰越し 新 計 採択 不採択
審議 

未了 
取下げ 計 

経済総務委員会 0 1 1 0 0 1 0 1 0 3

くらし環境委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 3

教育福祉委員会 2 3 5 2 3 0 0 5 0 1

まちづくり委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

交通水道消防委員会 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 2 4 6 2 3 1 0 6 0 7

■ 請願等受理及び処理件数一覧 
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■ 特記事項

海外行政調査報告会を実施 

2 月 22 日に，平成 28 年 10 月 31 日から 11 月 8 日にかけて実施した「省エネルギーや

再生可能エネルギーによる持続可能な地域社会の実現」を調査テーマとする海外行政調

査について，調査の成果に関する報告会を開催した。 

北朝鮮の弾道ミサイルの発射に対して抗議声明を発表 

 3 月 6 日に，北朝鮮の弾道ミサイルの発射に対して，市会議長及び市長連名の抗議声

明を発表した。 

京都市会海外行政調査団が提言書を市長に提出 

 3 月 16 日に，平成 28 年 10 月 31 日から 11 月 8 日にかけてデンマークにおいて実施し

た海外行政調査について，調査で得られた経験や知見が今後の本市環境関連施策に反映

されるよう，京都市会海外行政調査団が門川市長に「省エネルギーや再生可能エネルギ

ーによる持続可能な地域社会の実現に向けた提言書」を提出した。 

政務活動費の運用基準を見直し 

3 月 22 日に，政務活動費の運用に関する基本指針を改正し，政務活動費について，平

成 29 年度交付分から，人件費と事務所費についての説明を大幅に拡充するなど，運用基

準を見直した。 

京都市会海外行政調査団が報告書を議長に提出

3 月 24 日に，平成 28 年 10 月 31 日から 11 月 8 日にかけてデンマークにおいて省エネ

ルギーや再生可能エネルギーによる先進的な取組を調査した京都市会海外行政調査団が，

調査の成果をまとめた海外行政調査報告書を議長に提出した。 
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市会ホームページのデザインを変更 

 3 月 29 日に，市会ホームページのデザインについて，レイアウトの改善やイラストの

追加により，これまで以上に分かりやすく，親しみやすいデザインに変更した。 
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